
平成３０年３月３１日

○条例

小田原市市税条例の一部を改正する条例

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例の一部を改正する条例

小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例

○規則

，小田原市自殺対策計画策定検討委員会規則

小田原市立病院再整備基本構想策定検討委員会規則

小田原市消防庁舎再整備事業庁舎設計事業者選定委員会規則

小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例施行規則

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん規則

小田原市事務分掌に関する規則の一部を改正する規則

小田原市職員の職の設置等に関する規則の一部を改正する規則

小田原市職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則

小田原市非常勤の特別職職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市職員の初任給、 昇格、 昇給等に関する規則の一部を改正すＬる規則

小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市財務規則の一部を改正する規則

小田原市自転車競走電話投票実施規則の一部を改正する規則

小田原市印鑑条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市地域センター条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する

規則

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正

する規則

小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一

部を改正する規則

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条



例施行規則の一部を改正する規則

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施

行規則の一部を改正する規則

小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

の一部を改正する規則

小田原市保育所条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市障害児に係る居宅生活の支援等に関する規則の一部を改正する規則

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正

する規則

小田原市基準該当通所支援事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規則

小，田原市建築基準法に基づく意見の聴取規則の一部を改正する規則

小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則

都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例施行規則

の一部を改正する規則

都市計画法施行細則の一部を改正する規則

小田原市都市公園条例施行規則の「部を改正する規則

小田原市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市営住宅運営審議会規則の一部を改正する規則

小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則

小田原市立病院処務規則の一部を改正する規則

小田原市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市水洗便所改造資金貸付条例施行規則を廃止する規則



小田原市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市条例第２８号

　　

小田原市市税条例の一部を改正する条例

小田原市市税条例（昭和５０年小田原市条例第２号），の一部を次のように改正する。

第１７条の２中 「第１０条の２の１０」 を 「第１０条の２の１２」 に改める。

附則第５項第３号を削り、 同項第４号中 「附則第１５条第２項第７号」 を 「附則第

１５条第２項第６号」 に改め、 同号を同項第３号とし、 同項中第５号を第４号とし、 第

６号から第９号までを１号ずつ繰り上げ、 第１０号を削り、 同項に次の１号を加える。

　

（９） 法附則第１５条の８第２項に規定する条例で定める割合

　

３分の２

　

附則第６項の前の見出し中 「新築住宅等」 を 「耐震改修が行われた住宅等」 に改め、

同項を削る。

　

附則第７項中 「附則第１２条第２６項」 を 「附則第１２条第１７項」 に改め、 同項を

附則第６項とする。

　

附則第８項中 「附則第７条第１４項」 を 「附則第７条第１３項」 に、 「附則第１２条

第２６項」 を 「附則第１２条第１７項」 に改め、 同項を附則第７項とし、 附則中第９項

を第８項とし、 第１０項から第１３項までを１項ずつ繰り上げる。

附則第１４項中 「平成２７年度から平成２９年度まで」 を 「平成３０年度から平成

３２年度まで」 に、 「及び第２５条の３」 を 「（法附則第２１条の２第２項において準

用する場合を含む。） 及び第２５条の３ （法附則第２７条の４の２第２項において準用

する場合を含む。）」 に改め、 同項を附則第１３項とする。．

　

附則第１５項中 「附則第２６項から第３１項まで」 を 「附則第２５項から第３０項ま

で」 に改め、 同項を附則第１４項とし、 附則中第１６項を第１５項とし、 第１７項から

第２６項までを１項ずつ繰り上げる。

　

附則第２７項中 「附則第３０項及び第３１項」 を 「附則第２９項及び第３０項」 に改

め、 同項を附則第２６項とし、 附則第２８項を附則第２７項とする。



　

附則第２９項中 「附則第２６項」 を 「附則第２５項」 に改め、 同項を附則第２８項と

する。

， 附則第３０項中 「附則第２７項」 を 「附則第２６項」 に改め、 同項を附則第２９項と

す る。

　　

，

　

附則第３１項中 「附則第２８項」 を 「附則第２７項」 に改め、 同項を附則第３０項と

する。

　

，
附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成３０年４月１日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に新築された地方税法等の

一部を改正する法律 （平成３０年法律第３号） による改正前の地方税法 （昭和２５年

法律第２２６号） 附則第１５条の８第１項に規定する貸家住宅に対して課する固定資

産税又は当該期間に新築された同条第２項に規定する貸家住宅の敷地の用に供する土

地のうち同項に規定する旧農地に対して課する固定資産税に関しては、 改正前の附則

第６項の規定は、 なおその効力を有する。



小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例の一部を改正する条例

をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市条例第２９号

　　

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例の一部を改正

　　

する条例

　

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例 （平成２４年小田原市

条例第２３号） の一部を次のように改正する。

　

第３条第２項中 「法人」 の次に 「又は病床を有する診療所を開設している者 （複合型

サービス （介護保険法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号） 第１７条の１２に規定

する看護小規模多機能型居宅介護に限る。） に係る指定の申請に限る。）」 を加える。

　

附

　

則

　

この条例は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布

す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市条例第３０号

　　

小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例

小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 （平成３０年小田原市条例第２０

号） の一部を次のように改正する。

第１０条の２の改正規定のうち同条第１号イ中 「（法」 を 「（法附則第２２条の規定

により読み替えられた法」 に改め、 「及び」 の次に 「高齢者医療確保法の規定による病

床転換支援金等 （以下 「病床転換支援金等」 という。） 並びに」 を加え、 同号力中 「後

期高齢者支援金等及び」 の次に 「病床転換支援金等並びに」 を加え、 同条第２号イ中

「法」 を 「法附則第２２条の規定により読み替えられた法」 に改め、 「後期高齢者支援

金等及び」 の次に 「病床転換支援金等並びに」 を加え、 同号ウ中 「費用 （」 の次に 「法

附則第２２条の規定により読み替えられた」 を加える。

　

第１５条の５の２の改正規定のうち同条第１号中 「後期高齢者支援金等」 の次に 「及

び病床転換支援金等」 を加え、 同条第２号ア中 「法」 を 「法附則第２２条の規定により

読み替えられた法」 に改める。

　

第１５条の６の改正規定のうち同条第２号ア中 「法」 を 「法附則第２２条の規定によ

り読み替えられた法」 に改める。

　

附

　

則

　

この条例は、 公布の日から施行する。



小田原市自殺対策計画策定検討委員会規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第

　

４

　

号

　　

小田原市自殺対策計画策定検討委員会規則

　

（趣旨）

第１条

　

この規則は、 小田原市附属機関設置条例 （昭和５４年小田原市条例第１号）第

　

２条の規定に基づき設置された小田原市自殺対策計画策定検討委員会（以下「委員

　

会」 という。） の組織、 運営等に関し必要な事項を定めるものとする。

　

（所掌事務）

第２条

　

委員会は、 小田原市自殺対策計画の策定に関する事項につき、 市長の諮問に応

　

じて調査審議し、 その結果を報告し、 及び必要と認める事項について意見を具申する

ものとする。

　

（委員）

第３条

　

委員会の委員 （以下 「委員」 という。） は、 次に掲げる者のうちから必要の都

度、 市長が委嘱する。

　

（１） 医師

　

（２） 歯科医師

　

（３） 薬剤師

　

（４） 学識経験者

　

（５） 市立小学校及び中学校の校長

　

（６） 民生委員

　

（７） 商工会議所が推薦する者

　

（８） 地域包括支援センターの職員

′（９）社会福祉法人小田原市社会福祉協議会が推薦する者

　

（１０） 本市を管轄する労働基準監督署の職員

　

（１１） 神奈川県の職員



　

（１２） 公募市民

　

（１３） 前各号に掲げる者のほか、 市長が必要と認める者

２

　

委員の任期は、 委嘱の日の属する年度の末日までとする。 ただし、 委員が欠けた場

合における補欠委員の任期は、 前任者の残任期間とする。

３

　

委員は、 再任されることができる。

　

（委員長及び副委員長）

第４条

　

委員会に委員長及び副委員長１人を置き、 委員の互選により定める。

２

　

委員長は、 会務を総理し、 委員会を代表する。

３

　

副委員長は、 委員長を補佐し、 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。

４

　

委員長及び副委員長の任期は、 委員の任期による。

　

（会議）

第５条

　

委員会の会議は、 委員長が招集し、 その議長となる。

２

　

′委員会は、 委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３

　

委員会の議事は、 出席委員の過半数で決し、 可否同数のときは、 議長の決するとこ

ろによる。

　

（関係者の出席）

第６条

　

委員会において必要があると認めるときは、 その会議に、 議事に関係のある者

の出席を求め、 その意見又は説明を聴くことができる。

　

（秘密の保持）

第７条

　

委員は、 職務上知り得た秘密を漏らし、 又は自己の利益のために使用してはな

　

らない。 その職を退いた後も、 また同様とする。

　

（庶務）

第８条

　

委員会の事務は、 福祉健康部健康づくり課において処理する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

（委任）

第９条

　

この規則に定めるもののほか、 委員会の運営に関し必要な事項は、 委員長が委

員会に諮って定める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市立病院再整備基本構想策定検討委員会規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第

　

５

　

号

　　

小田原市立病院再整備基本構想策定検討委員会規則

　

（趣旨）

第１条．この規則は、 小田原市附属機関設置条例 （昭和５４年小田原市条例第１号）第

　

２条の規定に基づき設置された小田原市立病院再整備基本構想策定検討委員会（以下

　

「委員会」 という。） の組織、 運営等に関し必要な事項を定めるものとする。

　

、（所掌事務）

第２条

　

委員会は、 小田原市立病院再整備基本構想の策定に関する事項につき、
市長の

諮問に応じて調査審議し、 その結果を報告し、 及び必要と認める事項について意見を

具申するものとする。

　

（委員）

第３条

　

委員会の委員 （以下 「委員」 という。） は、 次に掲げる者のうちから必要の都

　

度、 市長が委嘱する。

　

（１） 小田原市立病院運営審議会の委員

　

（２） 学識経験者 （前号に該当する者を除く。）

　

（３） 公募市民

　

（４） 前３号に掲げる者のほか、 市長が必要と認める者

２

　

委員の任期は、 委嘱の日の属する年度の末日までとする。 ただし、 委員
が欠けた場

　

合における補欠委員の任期は、 前任者の残任期間とする。

　

（委員長及び副委員長）

第４条

　

委員会に委員長及び副委員長１人を置き、 委員の互選により定める。

２

　

委員長は、 会務を総理し、 委員会を代表する。

３

　

副委員長は、 委員長を補佐し、 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けた
ときは、

　

その職務を代理する。



４

　

委員長及び副委員長の任期は、 委員の任期による。

　

（会議）

第５条

　

委員会の会議は、 委員長が招集し、 その議長となる。

２

　

委員会は、 委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３

　

委員会の議事は、 出席委員の過半数で決し、 可否同数のときは、 議長の決するとこ

　

ろによる。

　

（関係者の出席）

第６条

　

委員会において必要があると認めるときは、 その会議に、 議事に関係のある者

の出席を求め、 その意見又は説明を聴くことができる。

　

（秘密の保持）

第７条

　

委員は、 職務上知り得た秘密を漏らし、 又は自己の利益のために使用してはな

　

らない。 その職を退いた後も、 また同様とする。

　

（庶務）

第８条

　

委員会の事務は、 病院管理局経営管理課において処理する。

　

（委任）

第９条

　

この規則に定めるもののほか、 委員会の運営に関し必要な事項は、 委員長が委

員会に諮って定める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市消防庁舎再整備事業庁舎設計事業者選定委員会規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第

　

６

　

号

　　

小田原市消防庁舎再整備事業庁舎設計事業者選定委員会規則

　

（趣旨）

第１条

　

この規則は、 小田原市附属機関設置条例 （昭和５４年小田原市条例第１号）第

　

２条の規定に基づき設置された小田原市消防庁舎再整備事業庁舎設計事業者選定委員

会 （以下 「委員会」 という。） の組織、 運営等に関し必要な事項を定めるものとする。

　

（所掌事務）

第２条

　

委員会は、消防庁舎再整備事業に係る庁舎設計業務を行う事業者の選定等に関

する事項につき、 市長の諮問に応じて審査し、 その結果を報告し、 及び必要
と認める

事項について意見を具申するものとする。

　

（委員）

第３条

　

委員会の委員 （以下 「委員」 という。） は、 次に掲げる者のうちから市長が委

　

嘱し、 又は任命する。

　

（１）前条に規定する事項に関して専門的な知識を有する者

　

（２） 市の職員

　

（３） 前２号に掲げる者のほか、 市長が必要と認める者

２

　

委員は、 委員会に諮問された事項に関する審査が終了したときは、 解嘱
され、 又は

解任されるものとする。

　

（委員長及び副委員長）

第４条

　

委員会に委員長及び副委員長１人を置き、 委員の互選により定める。

２

　

委員長は、 会務を総理し、 委員会を代表する。

３

　

副委員長は、 委員長を補佐し、 委員長に事故があるとき又は委員長
が欠けたときは、

　

その職務を代理する。

４

　

委員長及び副委員長の任期は、 委員の任期による。



　

（会議）

第５条

　

委員会の会議は、 委員長が招集し、 その議長となる。

２

　

委員会は、 委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３

　

委員会の議事は、 出席委員の過半数で決し、 可否同数のときは、 議長の決するとこ

　

ろによる。

　

（関係者の出席）

第６条

　

委員会において必要があると認めるときは、 その会議に、 議事に関係のある者

　

の出席を求め、 その意見又は説明を聴くことができる。

　

（秘密の保持）

第７条

　

委員は、 職務上知り得た秘密を漏らし、 又は自己の利益のために使用しては
な

　

らない。 その職を退いた後も、 また同様とする。

　

（庶務）

第８条

　

委員会の事務は、 消防本部広域調整課において処理する。

　

（委任）

第９条

　

この規則に定めるもののほか、 委員会の運営に関し必要な事項は、 委員長が委

員会に諮って定める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。
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平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第

　

７

　

号

小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例施行規則

目次

第１章

　

趣旨 （第１条・第２条）

第２章

　

人員に関する基準 （第３条・第４条）

第３章

　

運営に関する基準 （第５条～第３０条）

第４章

　

基準該当居宅介護支援に関する基準（第３１条）

附則

第１章

　

趣旨

　

（趣旨）

第１条

　

この規則は、 小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例 （平成

　

３０年小田原市条例第２号。 以下 「条例」 という。） 第７条の規定に基づき、 指定居

　

宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準並びにこれらのうち基準該当居宅介護

支援の事業が満たすべき基準を定めるものとする。

　

（定義）

第２条

　

この規則において使用する用語は、 条例、 介護保険法 （平成９年法律１２３号。

　

以下 「法」 という。） 及び指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

　

（平成１１年厚生省令第３８号。 以下 「省令」 という。） において使用する用語の例

　

による。

　　

第２章 人員に関する基準

　

（従業者の員数）

第３条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援事業所ごとに１以上の員数の指

　

定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員であって常勤であるものを置かなけれ

　

ばならない。



２

　

前項に規定する員数の基準は、 利用者の数が３５又はその端数を増す
ごとに１とす

　

る。

　

（管理者）

第４条

　

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置

かなければならない。

２

　

前項に規定する管理者は、 介護保険法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号）第

　

１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員でなければならない。

３

　

第１項に規定する管理者は、 専らその職務に従事する者でなければならない。
ただ

　

し、 次に掲げる場合は、 この限りでない。

　

（１）管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従事す

　　

る場合

　

（２） 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合 （その管理する指定

　

居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）

　　

第３章 運営に関する基準

　

（内容及び手続の説明及び同意）

第５条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、 あ
らかじ

　

め、 利用申込者又はその家族に対し、 第１９条に規
定する運営規程の概要その他の利

　

用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説

　

明を行い、 当該提供の開始について利用申込者の同意を得
なければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、 あ
らかじめ、

　

居宅サービス計画が条例第５条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成さ

　

れるものであり、 利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹
介するよう求めるこ

　

とができること等につき説明を行い、 理解を得なければならない。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、
．指定居宅介護支援の提供の開始に際し、 あらかじめ、

　

利用者又はその家族に対し、 利用者について、 病院又は診療所に入院する
必要が生じ

　

た場合には、 当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及
び連絡先を当該病院又は診療

　

所に伝えるよう求めなければならない。

４

　

指定居宅介護支援事業者は、 利用申込者又はその家族からの申出があった場
合には、

　

第１項の規定による文書の交付に代えて、 第６項で定めるところにより、 当該利用申

　

込者又はその家族の承諾を得て、 当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織
を



使用する方法その他の情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの （以下

この条において 「電磁的方法」 という。） により提供することができる。 この場合に

おいて、 当該指定居宅介護支援事業者は、 当該文書を交付したもの
とみなす。

（１） 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの

　

ア

　

指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の

　　

使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、 受信者の使用

　　

に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

　

イ

　

指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

　　

された第１項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家

　　

族の閲覧に供し、 当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備
えら

　　

れたファイルに当該重要事項を記録する方法 （電磁的方法による提供を受ける旨

　　

の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、 指定居宅介護支援事業者の

　　

使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

（２） 磁気ディスク、 光ディスクその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に

　

記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第１項に規定する重要事

　

項を記録したものを交付する方法

５

　

前項に掲げる方法は、 利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力するこ
と

による文書を作成することができるものでなければならない。

６

　

第４項第１号の 「電子情報処理組織」 とは、 指定居宅介護支援事業者の使用に係る

電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機
とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。

７

　

指定居宅介護支援事業者は、 第４項の規定により第１項に規定する重要事項を提供

しようとするときは、 あらかじめ、 当該利用申込者又はその家族に対し、 その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、 文書又は電磁的方法による承諾を得な

ければならない。

（１）第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用するもの

（２） ファイルへの記録の方式

８

　

前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は、 当該利用申込者又はその

家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があっ

たときは、 当該利用申込者又はその家族に対し、 第１項に規定する重要
事項の提供を



電磁的方法によってしてはならない。 ただし、 当該利用申込者又はその家族が再び前

項の規定による承諾をした場合は、 この限りでない。

　

（サービス提供の拒否の禁止）

第６条

　

指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒んで

　

はならない。

　

（サービス提供困難時の対応）

第７条

　

指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域（当該指定居

　

宅介護支援事業所が通常時に指定居宅介護支援を提供する地域をいう。 以下同じ。）

　

等を勘案し、 利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護支援を提供すること
が困難で

　

あると認めた場合は、 他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じ

　

なければならない。

　

（受給資格等の確認）

第８条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援の提供を求められた場合には、

　

その者の提示する被保険者証によって、 被保険者資格、 要介護認定の有無及び要介護

認定の有効期間を確かめるものとする。

　

（要介護認定の申請に係る援助）

第９条

　

指定居宅介護支援事業者は、 被保険者の要介護認定に係る申請について、 利用

　

申込者の意思を踏まえ、 必要な協力を行わなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、 要介護認定を

　

受けていない利用申込者については、 要介護認定の申請が既に行われているかどうか

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

を確認し、 申請が行われていない場合は、 当該利用申込者の意思を踏
まえて速やかに

　

当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、 要介護認定の更新の申請が、 遅くとも当該利用者が受

　

けている要介護認定の有効期，間の満了日の３０日前には行われるよう、 必要な援助を

　

行わなければならない。

　

（身分を証する書類の携行）

第１０条

　

指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員，

　

に身分を証する書類を携行させ、 初回訪問時及び利用者又はその家族から求められた

　

ときは、 これを提示すべき旨を指導しなければならない。

　

（利用料等の受領）



第１１条

　

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援（法第４６条第４項の規定に

基づき居宅介護サービス計画費が当該指定居宅介護支援事業者に支払われる場合に係

　

るものを除く。） を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料 （居宅介護サ
ー

　

ビス計画費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。 以下同じ。） と、 居宅介護サ

　

ービス計画費の額との間に、 不合理な差額が生じないようにしなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 前項の利用料のほか、 利用者の選定により通常の事業

　

の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場合には、 それに要

　

した交通費の支払を利用者から受けることができる。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、 前項に規定する費用の額に係るサービスの提供に当

　

たっては、 あらかじめ、利用者又はその家族に対し、 当該サービスの内容及
び費用に

ついて説明を行い、 利用者の同意を得なければならない。，

　

（保険給付の請求のための証明書の交付）

第１２条

　

指定居宅介護支援事業者は、 提供した指定居宅介護支援について前条第１項

　

の利用料の支払を受けた場合は、 当該利用料の額等を記載した指定居宅介護支援提供

証明書を利用者に対して交付しなければならない。

　

（指定居宅介護支援の基本取扱方針）

第１３条

　

指定居宅介護支援は、 要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう行われ

　

るとともに、 医療サービスとの連携に十分配慮して行わなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価を行い、

　

常にその改善を図らなければならない。

　

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）

第１４条

　

指定居宅介護支援の方針は、 条例第５条に規定する基本方針及び前条に規定

　

する基本取扱方針に基づき、 次に掲げるところによるものとする。

　

（１） 指定居宅介護支援事業所の管理者は、 介護支援専門員に居宅サービス計画の作成

　

に関する業務を担当させるものとする。

　

（２） 指定居宅介護支援の提供に当たっては・ 懇切丁寧に行うことを旨とし、 利用者又

　　

はその家族に対し、 サービスの提供方法等について、 理解しやすいように説明を行

　　

つｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

（３） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画の作成に当たっては、 利用者の自立した日

　

常生活の支援を効果的に行うため、 利用者の心身又は家族の状況等に応じ、 継続的



かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにしなければならない。

（４） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画の作成に当たっては、 利用者の日常生活全

般を支援する観点から、 介護給付等対象サービス以外の保健医療サービス又は福祉

サービス、 当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居

宅サービス計画上に位置付けるよう努めなければならない。

（５） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、 利用者による

サービスの選択に資するよう、 当該地域における指定居宅サービス事業者等に関す

るサービスの内容、 利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供する

ものとする。

（６） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画の作成に当たっては、 適切な方法により、

利用者について、 その有する能力、 既に提供を受けている指定居宅サービス等のそ

の置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、 利

用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を

把握しなければならない。

（７） 介護支援専門員は、 前号に規定する解決すべき課題の把握 （以下
「アセスメン

　

ト」 という。） に当たっては、 利用者の居宅を訪問し、 利用者及びその家族に面接

して行わなければならない。 この場合において、 介護支援専門員は、 面接の趣旨を

利用者及びその家族に対して十分に説明し、 理解を得なければならない。

（８） 介護支援専門員は、 利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基

づき、 利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される

体制を勘案して、 当該アセスメントにより把握された解決すべき課題に対応するた

めの最も適切なサービスの組合せについて検討し、 利用者及びその家族の生活に対

する意向、 総合的な援助の方針、 生活全般の解決すべき課題、 提供されるサ
ービス

の目標及びその達成時期、 サービスの種類、 内容及び利用料並びにサービスを提供

する上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案を作成しなければならな

　

し、ｏ

（９） 介護支援専門員は、 サービス担当者会議 （介護支援専門員が居宅サービス計画の

作成のために、 利用者及びその家族の参加を基本としつつ、 居宅サービス計画の原

案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者 （以下この条において 「担当者」 とい

　

う。） を招集して行う会議をいう。 以下同じ。） の開催により、 利用者の状況等に



関する情報を担当者と共有するとともに、 当該居宅サービス計画の原案の内容につ

いて、 担当者から、 専門的な見地からの意見を求めるものとする。 ただし、利用
者

　

（末期の悪性腫湯の患者に限る。） の心身の状況等により、 主治の医師又は歯科医

師 （以下この条において 「主治の医師等」 という。） の意見を勘案して必要と認め

る場合その他のやむを得ない理由がある場合については、．担当者に対する照会等に

より意見を求めることができるものとする。

（１０） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等

について、 保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、 当該居宅サー
ビス計画

の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、 文書により利用者の同

意を得なければならない。

（１１） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画を作成した際には、 当該居宅サービス計

画を利用者及び担当者に交付しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

（１２） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等

に対して、 訪問介護計画その他の指定居宅サービス等の事業の人員、 設備及び運営

に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号） において位置付けられている計画の

提出を求めるものとする。

（１３） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画の作成後、 居宅サービス計画の実施状況

の把握 （利用者についての継続的なアセスメントを含む。） を行い、 必要に応じて

居宅サービス計画の変更、 指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の

提供を行うものとする。

（１４） 介護支援専門員は、 指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

くう

受けたときその他必要と認めるときは、 利用者の服薬状況、 ロ腔機能その他の利用

者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、 利用者の同意を得

て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。

（１５） 介護支援専門員は、 第１３号に規定する実施状況の把握 （以下
「モニタリン

グ」 という。） に当たっては、 利用者及びその家族、 指定居宅サービス事業者等と

の連絡を継続的に行うこととし、 特段の事情のない限り、 次に定めるところにより

行わなければならない。

ア

　

少なくとも１月に１回、 利用者の居宅を訪問し、 利用者に面接すること。

イ

　

少なくとも１月に１回、 モニタリングの結果を記録すること。



（１６） 介護支援専門員は、 次に掲げる場合においては、 サービス担当者会議の開催に

より、 居宅サービス計画の変更の必要性について、 担当者から、 専門的な見地から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

の意見を求めるものとする。 ただし、 やむを得ない理由がある場合については、 担

当者に対する照会等により意見を求めることができるものとする。

ア

　

要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合

イ

　

要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合

（１７） 第３号から第１２号までの規定は、 第１３号に規定する居宅サービス計画の変

更について準用する。

（１８） 介護支援専門員は、 適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効

率的に提供された場合においても、 利用者がその居宅において日常生活を営むこと

が困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望す

る場合には、 介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものとする。

（１９） 介護支援専門員は、 介護保険施設等から退院し、 又は退所しようとする要介護

者から依頼があった場合には、 居宅における生活へ円滑に移行できるよう、 あらか

じめ、 居宅サービス計画の作成等の援助を行うものとする。

（２０） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画に市長が定める回数以上の訪問介護 （市

長が定めるものに限る。 以下この号において同じ。） を位置付ける場合にあっては、

その利用の妥当性を検討し、 当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由を記載

するとともに、 当該居宅サービス計画を市に届け出なければならない。

（２１） 介護支援専門員は、 利用者が訪問看護、 通所リハビリテーション等の医療サー

ビスの利用を希望している場合その他必要な場合には、 利用者の同意を得て主治の

医師等の意見を求めなければならない。

（２２） 前号の場合において、 介護支援専門員は、 居宅サービス計画を作成した際には、

当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付しなければならない。

（２３） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画に訪問看護、 通所リハビリテーション等

の医療サービスを位置付ける場合にあっては、 当該医療サービスに係る主治の医師

等の指示がある場合に限りこれを行うものとし、 医療サービス以外の指定居宅サー

　

ビス等を位置付ける場合にあっては、 当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等

の医学的観点からの留意事項が示されているときは、 当該留意点を尊重してこれを

行うものとする。



（２４） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介

護を位置付ける場合にあっては、 利用者の居宅における自立した日常生活の維持に

十分に留意するものとし、 利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる

場合を除き、短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定

の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。

（２５） 介護支援専門員は、 居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあっ

ては、 その利用の妥当性を検討，し、 当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載す

るとともに、 必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、 継続して福祉用具貸

与を受ける必要性について検証をした上で、 継続して福祉用具貸与を受ける必要が

ある場合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。

（２６）． 介護支援専門員は、 居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合に

あっては、 その利用の妥当性を検討し、 当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

を記載しなければならない。

（２７） 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、認定審査会意見又は法第

　

３７条第１項の規定による指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの

種類についての記載がある場合には、 利用者にその趣旨 （同項の規定による指定に

係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類については、 その変更の申請

ができることを含む。） を説明し、 理解を得た上で、 その内容に沿って居宅サービ

ス計画を作成しなければならない。

（２８） 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合

には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携

を図るものとする。

（２９） 指定居宅介護支援事業者は、 法第１１５条の２３第３項の規定に基づき、 指定

介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、 そ

の業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務

が適正に実施できるよう配慮しなければならない。

（３０） 指定居宅介護支援事業者は、 法第１１５条の４８第４項の規定に基づき、 同条

第１項に規定する会議から、 同条第２項の検討を行うための資料又は情報の提供、

意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、 これに協力するよう努めな

ければならない。



　

（法定代理受領サービスに係る報告）

第１５条

　

指定居宅介護支援事業者は、 毎月、 市 （法第４１条第１０項の規定により同

　

条第９項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会に委託し

　

ている場合にあっては、 当該国民健康保険団体連合会） に対し、 居宅サービス計画に

　

おいて位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サ÷ビス （同条第

　

６項の規定により居宅介護サービス費が利用者に代わり当該指定居宅サービス事業者

　

に支払われる場合の当該居宅介護サービス費に係る指定居宅サービスをいう。） とし

　

て位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 居宅サービス計画に位置付けられている基準該当居宅

　

サービスに係る特例居宅介護サふビス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した文

　

書を、 市 （当該事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては、 当
該

　

国民健康保険団体連合会） に対して提出しなければならない。

　

（利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付）

第１６条

　

指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望

　

する場合、 要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その他利用者
か

　

らの申出があった場合には、 当該利用者に対し、 直近の居宅サービス計画及びその実

　

施状況に関する書類を交付しなければならない。

　

（利用者に関する市への通知）

第１７条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援を受けている利用者が次の各

　

号のいずれかに該当する場合は、 遅滞なく、 意見を付してその旨を市に通知しなけれ

　

ばならない。

　

（１） 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないこと等

　　

により、 要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。

　

（２） 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、 又は受けようとしたとき。

　

（管理者の責務）

第１８条

　

指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支

　

援専門員その他の従業者の管理、 指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、 業務

　

の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

　

員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。



　

（運営規程）

第１９条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援事業所ごとに、 次に掲げる事

業の運営についての重要事項に関する規程 （以下 「運営規程」 という。） として次に

掲げる事項を定めるものとする。

　

（１） 事業の日的及び運営の方針

　

（２） 職員の職種、 員数及び職務内容

　

（３） 営業日及び営業時間

　

（４） 指定居宅介護支援の提供方法、 内容及び利用料その他の費用の額

　

（５） 通常の事業の実施地域

　

（６） 前各号に掲げるもののほか、 事故発生時の対応、 従業者の秘密保持義務、 苦情及

　

び相談の受付体制その他の運営に関する重要事項

　

（勤務体制の確保）

第２０条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提供で

　

きるよう、 指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その他の従業者の勤務の体

制を定めておかなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定居宅介護支

　

援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当させなければならない。

　

ただし、 介護支援専門員の補助の業務については、 この限りでない。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、 介護支援専門員の資質の向上のために、 その研修の機

　

会を確保しなければならない。

　

（設備及び備品等）

第２１条

　

指定居宅介護支援事業者は、 事業を行うために必要な広さの区画を有すると

　

ともに、 指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。

　

（従業者の健康管理）

第２２条

　

指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態につ

　

いて、 必要な管理を行わなければならない。

　

（掲示）

第２３条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援事業所の見やすい場所に、 運

　

営規程の概要、 介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に

　

資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。



　

（秘密保持）

第２４条

　

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、 正当な理由が

　

なく、 その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密
を漏らしてはならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 介護支援専門員その他の従業者であった者が、 正当
な

　

理由がなく、 その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす
ことのないよう、

，必要な措置を講じなければならない。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、 サービス担当者会議等において、 利用者の個人
情報を

　

用いる場合は利用者の同意を、 利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同

　

意を、 あらかじめ文書により得ておかなければならない。

　

（広告）

第２５条

　

指定居宅介護支援事業者は、 指定居宅介護支援事業所について広告をする場

　

合においては、 その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。

　

（居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等）

第２６条

　

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、居宅サー

　

ビス計画の作成又は変更に関し、 当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対

　

して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行っ

　

てはならない。

２

　

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、 居宅サービス計画の作成又は変更に

　

関し、 利用者に対して特定の居宅サービス事業者等に
よるサービスを利用すべき旨の

　

指示等を行ってはならない。

Ｊ３

　

指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、 居宅サービス計画の作成又は変更に関

　

し、 利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサ
ービスを利用させることの

　

対償として、 当該居宅サービス事業者等から金品その他の財
産上の利益を収受しては

　

ならない。

　

（苦情処理）

第２７条

　

指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅

　

サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等 （第６項において 「指定居宅介護支援

　

等」 という。） に対する利用者及びその家族からの苦情に迅
速かつ適切に対応しなけ

　

ればならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 前項の苦情を受け付けた場合は、 当該苦情の内容等
を



記録しなければならない。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、 自ら提供した指定居宅介護支援に関し、 法第２３条の

規定により市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市の職員か

　

らの質問若しくは照会に応じ、 及び利用者からの苦情に関して市が行う調査に協力す

　

るとともに、 市から指導又は助言を受けた場合においては、 当該指導又は助言に
従っ

て必要な改善を行わなければならない。

４

　

指定居宅介護支援事業者は、 市からの求めがあった場合には、 前項の改善の内容を

市に報告しなければならない。

５

　

指定居宅介護支援事業者は、 自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービ

ス又は指定地域密着型サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに

関して、 利用者に対し必要な援助を行わなければならない。

６

　

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に関し

て国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するととも

に、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から同号の指
導

又は助言を受けた場合においては、 当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。

７

　

指定居宅介護支援事業者は、 国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、

前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。

　

（事故発生時の対応）

第２８条

　

指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により

事故が発生した場合には速やかに市、 利用者の家族等に連絡を行うとともに、 必要な

措置を講じなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、 前項の事故の状況及び事故に際して採った処置につい

て記録しなければならない。

３

　

指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償す

　

べき事故が発生した場合には、 損害賠償を速やかに行わなければならない。

　

（会計の区分）

第２９条

　

指定居宅介護支援事業者は、 事業所ごとに経理を区分するとともに、 指定居

　

宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。

　

（記録の整備）



第３０条

　

指定居宅介護支援事業者は、 従業者、 設備、 備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。

２

　

指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次に

　

掲げる記録を整備し、 その完結の日から５年間保存しなければならない。

　

（１） 第１４条第１３号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記

　

録

　

（２） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳

　

ア 居宅サービス計画

　

イ

　

第１４条第７号に規定するアセスメントの結果の記録

　　

ウ

　

第１４条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録

　

エ

　

第１４条第１５号に規定するモニタリングの結果の記録

　

（３） 第１７条に規定する市への通知に係る記録

　

（４） 第２７条第２項に規定する苦情の内容等の記録

　

（５） 第２８条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録

第４章

　

基準該当居宅介護支援に関する基準

　

（準用）

第３１条

　

第２章及び前章 （第２７条第６項及び第７項を除く。） の規定は、 基準該当

居宅介護支援の事業について準用する。 この場合において、 第５条第１項中
「第１９

条」 とあるのは 「第３１条において準用する第１９条」 と、 第１１条第１項中 「指定

居宅介護支援（法第４６条第４項の規定に基づき居宅サービス計画費が当該指定居宅

介護支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）」 とあるのは 「基準該当居宅

介護支援」 と、 「居宅介護サービス計画費の支給」 とあるのは
「特例居宅介護サービ

　

ス計画費の支給」 と、 「居宅サービス計画費の額」 とあるのは
「特例居宅介護サービ

　

ス計画費の額」 と読み替えるものとする。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。 ただし、 第１４条第２０号
（第

　

３１条において準用する場合を含む。） の規定は、 同年１０月１日から施行する。

　

（経過措置）



２

　

平成３３年３月３１日までの間は、 第４条第２項の規定にかかわらず、 介護支援専

門員（介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専

門員を除く。） を第４条第１項 （第３１条において準用する場合を含む。） に規定す

る管理者とすることができる。



小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第

　

８

　

号

　　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん規則

　

（趣旨）

第１条

　

この規則は、 小田原市の処理区域内における排水設備の整備の促進及び水洗便

　

所の普及を図るため、 排水設備の設置及び水洗便所への改造等に必要な資金の融資の

　

あっせん （以下 「あっせん」 という。） に関し必要な事項を定めるものとする。

　

（定義）

第２条

　

この規則において、 次の各号に掲げる用語の意義は、 当該各号に定めるところ

　

による。

　

（１） 処理区域

　

下水道法 （昭和３３年法律第７９号。 以下 「法」 という。） 第２条第

　　

８号に規定する処理区域をいう。

　

（２） 排水設備

　

法第１０条第１項に規定する排水設備をいう。

　

（３） 水洗化

　

くみ取便所を水洗便所 （汚水管が法第２条第３号に規定する公共下水道

　

に連結されたものに限る。 以下同じ。） に改造し、 又はし尿浄化槽の機能を停止し

　

て同号に規定する公共下水道に接続することをいう。

　

（あっせんの対象者）

第３条

　

あっせんを受けることができる者は、 処理区域内において水洗化の工事及び排

　

水設備の設置の工事 （以下 「水洗化等工事」 という。） を同時に行う者であって、 次

　

の各号に掲げる要件のいずれにも該当するもの （個人に限る。） とする。

　

（１） 弁済をする資力を有すること。

　

（２） 市内に住所を有すること。

　

（３） 市税、 下水道事業受益者負担金及び下水道使用料を滞納していないこ
と。

　

（４） 破産者でないこと。

　

（５） 未成年者、 成年被後見人及び被保佐人でないこと。



　

（６）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

　　

７７号） 第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 以下同じ。） でないこと。

　

（７） 連帯保証人を立てることができること。

　

（８） 水洗化等工事に関し市から補助金の交付を受けていないこと。

　

（連帯保証人の要件）

第４条

　

前条第７号の連帯保証人は、 次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者で

なければならない。

　

（１） 保証債務の弁済をする資力を有すること。

　

（２） 独立して生計を営んでいること。

　

（３） 前条第２号から第６号までに掲げる要件のいずれにも該当するものであること。

　

（あっせんの額）

第５条

　

あっせんの額は、 水洗化等工事に要した費用の範囲内において、 次の各号に掲

　

げる水洗化等工事の区分に応じ、 当該各号に定める額とする。 この場合において、 当

該額に１万円未満の端数があるときは、 これを切り捨てるものとする。

　

（１） 共同住宅等に係る水洗化等工事 （共同で使用するし尿浄化槽の機能を停止するも

　

のに限る。）

　

当該し尿浄化槽１基につき１００万円以内で市長が必要と認める額

　

（２） 前号に掲げる水洗化等工事以外の水洗化等工事

　

くみ取便所の大便器１個又はし

　

尿浄化槽１基につき４０万円以内で市長が必要と認める額

２

　

前項の規定によるあっせんの額は、 一の水洗化等工事につき２００万円を限度とす

　

る。
′

　

（あっせんに係る金融機関及び利息の負担）

第６条

　

あっせんに係る融資 （以下 「融資」 という。） は、 市長が指定する金融機関

　

（以下 「指定金融機関」 という。） において行うものとする。

２

　

市は、 融資に係る利息を当該融資を受けた者 （以下
「借受人」 という。） に代

　

わって負担するものとする。 ただし、 借受人の債務の履行遅滞に係る延滞利息は、 当

該借受人の負担とする。

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

（あっせんを受けた資金の償還に係る条件）

第７条

　

あっせんを受けた資金の償還に係る条件は、 次のとおりとする。

　

（１） 償還期間

　

３６月以内

　

（２） 償還方法

　

融資を受けた日の属する月の翌月から毎月均等償還とする。 この場合



　　

において、 １００円未満の端数があるときは、 最終回の償還額に合算するものとす

　

る。

　

（３） １月当たりの償還額

　

３， ０００円以上

　

（あっせんの申請等）

第８条

　

あっせんを受けようとする者 （以下 「申請者」 という。） は、 連帯保証人とな

　

る者と連署して、 小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん申請書 （様式第１号） に

次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 ただし、 市長が必要でない

　

と認める場合は、 添付すべき書類の一部を省略することができる。

　

（１） 申請者及び連帯保証人となる者 （以下 「申請者等」 という。） の印鑑登録証明書

　

（２） 申請者等の住民票の写し

　

（３） 申請者等の前年の納税証明書

　

（４） 申請者等の前年の所得証明書

　

（５） 前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認める書類

２

　

前項の申請は、 小田原市下水道条例 （昭和４１年小田原市条例第３８号。 以下
「条

例」 という。） 第４条に規定する確認の申請と同時に行うものとする。

３

　

市長は、 第１項の申請があったときは、 その内容を審査して適否を決定し、 小田原

市水洗便所改造等資金融資あっせん決定通知書（様式第２号）により申請者に通知す

るものとする。

　

（あっせんの額の決定）

第９条

　

市長は、 前条第３項の規定によりあっせんの決定を受けた者があっせんに係る

水洗化等工事について条例第６条第１項に規定する検査に合格したときは、 あっせん

の額を決定し、 小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん額決定通知書 （様式第３

号） によりあっせんの決定を受けた者に通知するとともに、 当該あっせんに係る指定

金融機関に小田原市水洗便所改造等資金融資依頼書（様式第４号） を送付するものと

　

す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′・

　

（損失補償）

第１０条

　

市は、 あっせんにより融資を行った指定金融機関が借受人又は連帯保証人の

債務の不履行により損失を受けたときは、 当該指定金融機関との契約に基づき、 その

　

損失を補償するものとする。，

　

（損失補償の求償）



第１１条

　

前条の規定により市が指定金融機関に対し損失を補償した場合には、 当該借

受人又は連帯保証人は、直ちに当該損失補償額に相当する額を市に納付しなければな

　

らない。

　

（届出義務等）

第１２条

　

借受人は、 借受人又は連帯保証人に次の事由が生じたときは、 遅滞なく、 小

　

田原市水洗便所改造等資金融資あっせん申請内容変更等届（様式第５号）に必要書類

　

を添えて市長に届け出なければならない。 この場合において、 借受人が第５号に該当

　

したときは、 その相続人が届け出るものとする。

　

（１） 住所、 氏名、 職業又は電話番号を変更したとき。

　

（２） 火災その他の災害により財産を失ったとき。

　

（３） 強制執行、 仮差押え、 仮処分又は競売の申立てがなされたとき。

　

（４） 破産の申立てをしたとき。

　

（５） 死亡したとき。

２

　

借受人は、 連帯保証人の資格の喪失により新たに連帯保証人を立てようとする
とき、

　

又は連帯保証人を変更しようとするときは、 小田原市水洗便所改造等資金融資あっせ

　

ん連帯保証人変更申請書 （様式第６号） により市長に申請し、 その承認を受けなけれ

　

ばならない。

　

（決定の取消し等）

第１３条

　

市長は、 借受人が次の各号のいずれかに該当する場合には、 当該借受人に
係

　

るあっせんの決定を取り消し、 又は当該借受人に対し市が指定金融機関に支払った利

　

息相当額の全額の返還を命ずることができる。

　

（１） 偽りの申請又は不正の方法によってあっせんを受けたことが明らかとなったとき。

　

（２） 水洗化等工事に係る家屋が取り壊され、 又は火災その他の災害により滅失したと

　　

き （融資が行われた後に家屋が滅失した場合を除く。）。

　

（３） 前２号に掲げるもののほか、 市長があっせんの必要がないと認めたとき。

　

（委任）

第１４条

　

この規則に定めるもののほか、 あっせんに関し必要な事項は、 市長が別に定

　

める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　

，．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



様式第１号（第８条関係）

　　　　　　　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん申請書

　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　　

日

小田原市長

　

様

　　　　　　　　　　　　　

申

　

請

　

者

　　

住 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏 名

　　　　　　

，

　　　　　　　

◎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生 年月 日

　　　　　

年

　　

月

　　　

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

職 業

　　　　　　　　　　　　　

連帯保 証人

　　

住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏 名

　　　　　　　　　　　　　　

⑩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生 年 月 日

　　　　　

年

　　

月

　　　

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

職 業

　

ｒ

　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん規則第８条第１項の規定により、 次の

とおり申請します。 なお、 借入れ希望指定金融機関に本申請書及び添付書類を提供

することに同意します。 また、 暴力団員でないことの確認のため、 上記個人情報を

神奈川県警察本部に照会することに同意します。

工

　　　

事

　　　

場

　　　

所 小田原市

融

　　

資

　　

希

　　

望

　　

額 キ

　　　

円

工

　　

事

　　

見

　　

積

　　

額 円

返

　　　

済

　　　

回

　　　

数 回

借入れ希望指定金融機関

指

　　

定

　　

工

　　

事

　　

店 （電話

　　　　　　　　　

）

添

　　　

付

　　　

書

　　　

類
印鑑登録証明書・住民票の写し・納税証明書・所得証

明 書・そ の他 （

　　　　　　

）



様式第２号（第８条関係）

　　　　　　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

番

　　　　　　

号

　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　　

日

　　　　　　　　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小 田 原 市 長

　　　　　　　　　　　

圃

　　　　

年

　　

月

　　　

日付けで申請のあった水洗便所改造等資金融資あっせんに

ついて、 次のとおり決定したので通知します。

決

　　

定

　　

区

　　

分 □あっせんする

　　

□あっせんしない

工

　　

事

　　

場

　　

所

指定金融機関名

融資あっせん予定額 円

条

　　　　　　　　

件

　

決

　　

定

　　

理

　　

由

（あっせんしない場合のみ記入）

ｅ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′



様式第３号（第９条関係）

　　　　　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん額決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　

番

　　　　　　

号

　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　　

日

　　　　　　　　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小 田 原 市 長

　　　　　　　　　　　

圃

　　　　

年

　　

月

　　　

日付けで申請のあった水洗便所改造等資金融資あっせん額

について、 次のとおり決定したので通知します。

指定金融機関名

　　　　　　　　

．

融資あっせん額 円

融資実行年月日

備

　　　　　　

考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．



様式第４号（第９条関係）

　　　　　　　　

小田原市水洗便所改造等資金融資依頼書

　　　　　　　　　　　　　　　

番

　　　　　　

号

二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　　

日

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小 田 原 市 長

　　　　　　　　　　　

圃

次のとおり融資を依頼します。

融

　

資

　

希 望 者
住

　　

所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

氏

　　

名

融資あっせん額 円

融資実行年月日 年

　　

月

　　　

日

備

　　　　　　

考

　

，

．

　　

二



様式第５号（第１２条関係）

　　　　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん申請内容変更等届

　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　　

日

小田原市長

　

様

　　　　　　　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　

届 出 者

　

住 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏 名

　　　　　　　　　　　　　　

⑩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん規則第１２条第１項の規定により、 次

のとおり届け出ます。

変

　

更

　

等

　

の

　

内

　

容

届

　　

出

　　

理

　　

由
，

　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

届出事由発生年月日 年

　　

月

　　　

日

備

　　　　　　　　

考

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・



様式第６号（第１２条関係）

　　　

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん連帯保証人変更申請書

　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　　

日

小田原市長

　

様

　　　　　　　　　　　　　　　

申 請 者

　

住 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏 名

　　　　　　　　　　　　　　

⑩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号

小田原市水洗便所改造等資金融資あっせん規則第１２条第２項の規定により、 次

のとおり申請します。

変更後の連帯保証人

住

　　

所

氏

　　

名 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑩

生年月日 年

　　

月

　　　

日

電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

．

変更前の連帯保証人

住

　　

所

氏

　　

名

変

　　

更

　　

理

　　

由

添

　　

付

　　

資

　　

料
変更後の連帯保証人の印鑑登録証明書・住民票の写

し・納税証明書・所得証明書・その他 （

　　　　　

）



小田原市事務分掌に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第

　

９

　

号

　　

小田原市事務分掌に関する規則の一部を改正する規則

　

小田原市事務分掌に関する規則 （昭和４４年小田原市規則第２９号） の一部を次のよ

うに改正する。

第２条中

ｒ企画政策課

　

企画政策係

　

政策調整係

　

行政管理・監察係 広域政策係

　　　　

」 を

「企画政策課

　

企画政策係

　

政策調整係

　

オリンピック・パラリンピック推進係

　　

に、

　　　　　　

行 政 基 盤 強 化 係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

「総務課

　

総務係

　

法務係

　

行政情報係

　

統計係」 を 「総務課

　

総務係

　

法務係

　

情報

統計係」 に、

「産業政策課

　

産業政策係

　

商業振興係

　

地場産業振興係 企業誘致係

　

労政雇用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

を係

　

中心市街地振興課

　

中心市街地振興係

　

事業推進係

　　　　　　　　　　　　　　　

」

「産業政策課

　

産業政策係

　

地場産業振興係

　

企業誘致係 労政雇用係

　　　　　　　

に

　

商業振 興課

　

商業振 興係

　

中心市街地振興係

　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

改 め る。

　　　　　　　　　　

，

　

第３条企画部企画政策課の事務分掌中（１６）を（１７）とし、（１５）の次に次のように加える。

　　　

（１６） 第３２回東京オリンピック競技大会及び東京２０ ２０パラリンピック競技

　　　

大会の開催に関連する事業等の企画及び調整に関すること。

　

第３条総務部市税総務課の事務分掌中（８）を削り、（９）を（８）とし、（１０）から（１８）まで

を１ずつ繰り上げる。

　

第３条市民部地域政策課の事務分掌中（１０）を削り、（１１）を（１０）とする。

　

第３条防災部防災対策課の事務分掌（９）中 「防災意識の啓発」 を 「水防訓練」 に改め、



同課の事務分掌中（１７）を（１８）とし、（１０）から（１６）までを１ずつ繰り下げ、（９）の次に次

のように加える。

　　

（１０） 防災意識の啓発に関すること。

第３条文化部文化政策課の事務分掌（７）中 「芸術文化施設」 を 「市民ホール」 に改め

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

第３条福祉健康部高齢介護課の事務分掌（１７）中 「指定地域密着型サービス事業者等」

を 「介護サービス事業者」 に改める。

第３条経済部産業政策課の事務分掌（２）中 「商工業」 を 「工業」 に改め、 同課の事務

分掌（３）中 「商工業団体」 を 「商工会議所、 商工会及び工業団体」 に改め、 同課の事務

分掌中（４）を削り、（５）を（４）とし、（６）を（５）とし、（７）を（６）とし、（８）から（１０）
までを削

り、（１１）を（７）とし、（１２）から（１９）までを４ずつ
繰り上げる。

　

第３条経済部中心市街地振興課の課名及び事務分掌を次のように改める。

　

商業振興課

　　

（１） 商業の振興に関すること。

　　　

（２） 商業団体との調整に関すること。

　　　

（３） 大規模小売店舗立地法 （平成１０年法律第９１号） に基づく調整に関するこ

　　　

と。

　　　

（４） 計量に関すること。

　　

（５） まちなかのにぎわい創出に関すること。

　　　

（６） 中心市街地振興の総合的企画及び調査研究に関すること。

　　　

（７） 小田原地下街施設の維持管理に関すること。

　　　

（８） 小田原地下街施設の運営及び経営に関すること。

　

第３条経済部水産海浜課の事務分掌中（１２）を（１３）とし、（３）から（１１）までを１ずつ繰

り下げ、（２）の次に次のように加える。

　　　

（３） 小田原漁港交流促進施設の整備に関すること。

　

第３条都市部建築指導課の事務分掌（２）中 「高齢者、 障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律」 の次に 「（平成１８年法律第９１号）」 を加える。

　

第３条下水道部下水道総務課の事務分掌（１６）中 「水洗便所改造資金」 を 「水洗便所改

造等資金」 に改める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　

．



　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。

　

（小田原市財産規則の一部改正）

２

　

小田原市財産規則 （昭和４０年小田原市規則第５７号） の一部を次のように改正す

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

別表中
「ｉ中心市街地振興課

　

１

　　

街

　

振興

　　

１

　　　　　　　　　　　

中心市街地振 興係 長

　

」
を

　　　　　　　　　　

商業振興係長
「
１商業振興課

　　

１

　

振

　　　

Ｌ に改める。

　

（小田原地下街運営評価委員会規則の一部改正）

３

　

小田原地下街運営評価委員会規則 （平成２６年小田原市規則第４６号） の一部を次

のように改正する。

　

第８条中 「経済部中心市街地振興課」 を 「経済部商業振興課」 に改める。



小田原市職員の職の設置等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第１０号



　　

小田原市職員の職の設置等に関する規則の一部を改正する規則

小田原市職員の職の設置等に関する規則 （昭和４２年小田原市規則第３号） の一部を

次のように改正する。

別表第２（２）の表中

課又は課に準ず

るところ

担当課長

担当室長

晶課長

晶室長

晶所長

晶館長

担当冨課長

担当富室長

担当扇所長

担当富館長

専門監

担当監

課又は課に準ず

るところ

担当課長

担当室長

副課長

副室長

副所長

副館長

担当副課長

担当副室長

担当副所長

担当副館長

専門監

を

に改める。

別表第４（２）の表中

局 副局長

管理監

担当課長

副課長

専門監

を

局 副局長

管理監

担当課長

副課長

専門監

担当監

に改める。

別表第５（２）市長の事務部局の表専門監の項の次に次のように加える。

　

担当 監

　　　　　　　　

１

　

上司 の特定職務 を補佐すること。

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

２

　

上司の指示する特定事項の調査及び研究に関すること。



　　

３ 担
蔓
業務の改割こ

享
すること
＊一

　　

１

　　　　　　　　　　

４

　

業務を円滑に展開するための環境形成に関すること。

　

附

　

則

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第１１号

　　

小田原市職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則

　

小田原市職員の退職管理に関する規則 （平成２８年小田原市規則第１３号） の一部を

次のように改正する。

第２３条第２項中第８号を第１０号とし、 第７号を第９号とし、 同項第６号中
「名

称」 の次に 「及び連絡先」 を加え、 同号を同項第８号とし、 同項中第５号を第７号とし、

第４号を第６号とし、 第３号の次に次の２号を加える。

　

（４） 職員としての在職中における次に掲げる日のいずれか早い日 （以下 「離職前の求

　

職開始日」 という。） （離職前の求職開始日がなかった場合には、 その旨）

　　

ア

　

再就職先に対し、 再就職を目的として、 最初に自己に関する情報を提供し
た日

　

イ

　

再就職先に対し、 再就職を目的として、 最初に当該再就職先の地位に関する
情

　　

報の提供を依頼した日

　　

ウ

　

再就職先に対し、 最初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

　

（５） 離職前の求職開始日があった場合における当該離職前の求職開始日から離職日ま

　　

での間の職員としての在職状況及び職務内容

　

様式第１号中

再就職先の名称

再就職先の連絡先
再就職先の名称 を

に改める。

様式第２号を次のように改める。



様式第２号 （第２３条関係）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出書

年

　　

月

　　　

日

小田原市長

　

様

届出者

　

住

　　

所

氏

　　

名

　　　　　　　　　　

⑩

電話番号

小田原市職員の退職管理に関する条例第３条第１項の規定に基づき、 次のとおり届

け出ます。

　

ふりがな
１

　

氏

　　

名

２

　

生年月日 年

　　

月

　　　

日

３

　

離職時の職

４

　

離職前の求職開始日 年

　　

月

　　　

日・離職前の求職開始日なし

５

　

離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

　　　

所属 ・職 在職期 間

　　　　　　　　　　

職務 内容

　　　

皇

　　

室

　

貫 冒

　　　

皇

　　

葦

　

量

　

目

　　　

皇

　　

霊

　

昼

　

昌

所属・職 在職期間 職務内容

皇

　　

室

　

貫

　

冒

皇

　　

葦

　

量

　

目

皇

　　

霊

　

昼

　

昌

６

　

離職日 年

　　

月

　　　

日

７

　

再就職日 年

　　

月

　

′

　　

日

８

　

再就職先の名称及び
連絡先

再就職先の名称：

再就職先の連絡先：

９

　

再就職先の業務内容

１０

　

再就職先における
地位

備考

　

５については、 離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



　

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

この規則による改正後の小田原市職員の退職管理に関する規則 （以下 「新規則」 と

いう。） 第２３条第２項及び様式第２号の規定は、 この規則の施行の日 （以下
「施行

　

日」 という。） 以後にされる小田原市職員の退職管理に関する条例 （平成２８年小田

原市条例第４号。 以下「条例」 という。） 第３条第１項の規定による届出について適

用し、 施行日前にされた同項の規定による届出については、 なお従前の例による。

３

　

施行日前における職員としての在職中に、 再就職先に対し、 再就職を目的として、

自己に関する情報を提供し、 若しくは当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼

し、 又は当該地位に就くことを要求した管理職職員 （条例第３条第１項に規定する管

理又は監督の地位にある職員の職として規則で定めるものに就いている職員をい

　

う。） であった者に対する新規則第２３条第２項第４号の規定の適用については、 同

号中 「早い日 （」 とあるのは、 「早い日 （小田原市職員の退職管理に関する規則の一

部を改正する規則 （平成３０年小田原市規則第１１号） の施行の日以後の日に限

る。」 とする。



小田原市非常勤の特別職職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第１２号

　　

小田原市非常勤の特別職職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正す

　　

る規則

　

小田原市非常勤の特別職職員の報酬等に関する条例施行規則 （昭和６１年小田原市規

則第２８号） の一部を次のように改正する。

第３条第１号中 「月額

　

３００， ０００円」 を 「日額

　

３０， ０００円」 に改め、 同

条第４号を次のように改める。

　

（４） 市民相談一般相談員

　

日額

　

１３， ０００円を超えない範囲内において，市長が別

　

に定める額

　

第３条第１１号及び第１２号中 「２０６， ０ ００円」 を 「２１７， ５５０円」 に改め、

同条第１３号中「国民健康保険徴収嘱託員」を「国民健康保険等徴収嘱託員」に改め、

同号ア中 「月額

　

２００， ０００円」 を 「日額

　

２０， ０００円」 に改める。

　

附

　

則

　　　

、

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市職員の初任給、 昇格、 昇給等に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長 加

　

藤

　

憲

小田原市規則第１３号



　　

小田原市職員の初任給、 昇格、 昇給等に関する規則の一部を改正する規則

小田原市職員の初任給、 昇格、 昇給等に関する規則 （昭和４７年小田原市規則第

７号） の一部を次のように改正する。
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この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。
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附



小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

」

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第１４号

　　

小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部を改正する

　　

規則

　

小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則 （昭和３９年小田原市規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

第３号） の一部を次のように改正する。

　

第１４条第１号中 「６月に支給する場合においては１００分の１７０、 １２月に支給

する場合においては１００分の１９０」 を 「１００分の１８０」 に改め、 同条第２号中

「６月に支給する場合においては１００分の８０、 １２月に支給する場合においては

１００分の９０」 を 「１００分の８５」 に改める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



　

小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第１５号

　　

小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平成２年小田原市規則第２号）

の一部を次のように改正する。

第１０条第１号中 「６， ８ ０ ０円」 を 「７， ５ ０ ０円」 に改め、 同条第２号中

「３， ３ ０ ０円」 を 「３， ７ ０ ０円」 に改め、 同条第３号中 「２， ９ ０ ０円」 を

「３， ２００円」 に改める。

　

第１４条第２項中 「第５号及び第６号」 を 「第６号及び第７号」 に、 「に規定する業

務 （手術業務」 を 「手術業務」 に改める。

　

附則第３項中 「附則第４項第４号」 を 「附則第４項第５号」 に改める。

　

附則第４項中 「附則第４項第５号」 を 「附則第４項第６号」 に改める。

　

附則第５項中 「附則第４項第６号」 を 「附則第４項第７号」 に改める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行し、 改正後の第１０条の規定は、 正規の勤

務時間（小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和２６年小田原市条例第

１ ７７号） 第８条第１項に規定する正規の勤務時間をいう。） による勤務の全部又は－

部が同日の前日の午後１０時以後に行われる勤務について適用する。



小田原市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第１６号

　　

小田原市財務規則の一部を改正する規則

　

小田原市財務規則 （昭和３９年小田原市規則第４０号） の一部を次のように改正する。

　

第７４条中 「、 別に定めるもののほか」 を削り、 同条に次のただし書を加える。

　　

ただし、 債権者が当該決定の内容を自ら確認することができるときその他会計管理

者が通知の必要がないと認めるときは、 これを省略することができる。

第９２条第３項ただし書を次のように改める。

　　

ただし、 債権者が当該支払の内容を自ら確認することができるときその他会計管理

者が通知の必要がないと認めるときは、 この限りでない。

　

第１４１条第６４号の２中 「集合口座振替依頼書」 を 「集合口座振替依頼通知書」 に

改め、 同条第６４号の３を削り、 同条第６４号の４中
「様式第６４号の４」 を 「様式第

６４号の３」 に改め、 同号を同条第６４号の３とし、 同条第６４号の５中
「様式第６４

号の５」 を 「様式第６４号の４」 に改め、 同号を同条第６４号の４とする。

別表第１中

」
を

」
に

中心市街地振興課

　　　　　　　　

１中心市街地振興係長

「－商業 振 興課

　　　　　　　　　　　　

１商業振興係 長

　　　　　　　　　　　

１

改める。

様式第６４号の２を削る。

様式第６４号の３その１を削り、 同様式その２中 「その “こ掲げる事項を記録したフ

ロッピーディスクを利用する場合」 を削り、 「ロ座振替依頼通知書」 を 「集合ロ座振替

依頼通知書」 に、 「口座振替済通知書」 を 「集合口座振替済通知書」 に改め、 同様式そ

の２を様式第６４号の２とする。

様式第６４号の４その１を削り、 同様式その２中 「様式第６４号の３その１に掲げる



事項を記録したフロッピーディスクを利用する場合」 を削り、 同様式その２を様式第

６４号の３とし、 様式第６４号の５を様式第６４号の４とする。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市自転車競走電話投票実施規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第１７号

　　

小田原市自転車競走電話投票実施規則の一部を改正する規則

　

小田原市自転車競走電話投票実施規則（昭和６３年小田原市規則第２９号） の一部を

次のように改正する。

　

目次中 「第１３条」 を 「第１３条の４」 に改める。

第５条に次の１号を加える。

　

（６） 車券の購入により本人若しくはその家族の日常生活若しくは社会生活に支障が生

　　

じている者又はそのおそれがある者

第２章中第１３条の次に次の３条を加える。

　

（本人の申請による利用停止）

第１３条の２

　

加入者は、 電話投票の利用 （以下この条及び次条において
「利用」 とい

　

う。） を停止しようとするときは、 市長が別に定める書面により
市長に申請しなけれ

　

ばならない。

２

　

市長は、 前項の申請があったときは、 別に定める期間中、 当該申請を
した加入者の

　

利用を停止するものとする。

３

　

加入者は、 前項の規定による利用の停止を解除しようとするときは、 市長
が別に定

　

める書面により市長に申請しなければならない。

４

　

市長は、 前項の申請があったときは、 当該申請に係る利用の停止を解
除するものと

　

する。 ただし、 解除しようとする日が市長が別に定める期間に
ある場合にあっては、

　

この限りで ない。

　

（家族の申請による利用停止）

第１３条の３

　

加入者の家族 （加入者と同居する親族 （未成年者を除く。） 及びこれに

　

準ずるものとして市長が認める者をいう。） は、 加入者が車券を購入することにより

　

加入者又はその家族の日常生活又は社会生活に支障が生じている場合又はそのおそれ



がある場合において、 加入者の利用を停止しようとするときは、 市長が別に定める書

面により市長に申請しなければならない。

２

　

市長は、 前項の申請があった場合において、 当該申請に係る加入者が別に定
める利

用を停止すべき事由に該当すると認めるときは、 当該加入者の利用を停止するものと

する。 この場合において、 当該停止に係る加入者及び同項の申請をした家族
（以下

　

「申請家族」 という。） に対し、 当該加入者の利用を停止する旨及び停止する期間

　

（以下 「利用停止期間」 という。） を通知するものとする。

３

　

前項の規定による通知を受けた加入者は、 これを不服とするときは、 利用停止期間

の初日の前日までに書面により市長に意見を申し出ることができる。

４

　

市長は、 前項の規定による申出があったときは、利用の停止の適否を審
査し、 遅滞

　

なく、 その結果を当該申出に係る加入者及び申請家族に通知するもの
とする。

５

　

市長は、 第２項の規定により利用を停止し，た加入者又は申請家族から別に
定める書

面により利用の停止の解除に係る申請があった場合において、 別に定める利用の停止

　

を解除すべき事由に該当すると認めるときは、 当該加入者に係る利用の停止を解除す

　

るものとする。 ただし、 解除しようとする日が市長が別に定める期間にある場合に
あ

っては、 この限りでない。

６

　

市長は、 第１項又は前項による申請があったときは、 当該申請をした者に対
し、 当

該申請の内容を疎明するに足りる資料の提出を求めることができる。

　

（その他の事由による利用停止）

第１３条の４

　

市長は、 他の競輪施行者がその法に基づき施行する自転車競走における

　

通信回線を経由した電話機その他の端末機による車券の発売 （以下 「他施行者の電話

　

投票」 という。） について加入者の他施行者の電話投票の利用を停止したときは、 市

　

の電話投票に係る当該加入者の利用を停止することができる。

２

　

市長は、 前項の規定により市の電話投票の利用を停止された加入者について、 他
の

　

競輪施行者が当該加入者に係る他施行者の電話投票の利用の停止を解除したときは、

　

当該加入者に係る市の電話投票の利用の停止を解除するものとする。

３

　

前２項の規定による利用の停止及びその解除の手続については、 市長が別に定める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市印鑑条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第１８号

　　

小田原市印鑑条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市印鑑条例施行規則 （昭和５４年小田原市規則第４２号） の一部を次のように

改正する。

　

様式第１号中

氏

　　

名

登録番号

氏

　　

名

を

」

」
に改める。

　

附

　

則

この規則は、 公布の日から施行する。



小田原市地域センター条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第１９号

　　

小田原市地域センター条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市地域センター条例施行規則 （平成７年小田原市規則第４３号） の一部を次の

ように改正する。

別表１の表中

レセプションテーブル １回 １脚 １０

　

０

フットライ ト １回 １基 ３

　

０

　

０

レセプションテーブル １

　　　　

１回１

　　　　

１脚ｆ

　　　

ｌｏｏ

を

」
キこ改める。

　

附． 則

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第２０号

　　

小田原市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市国民健康保険条例施行規則 （昭和３４年小田原市規則第８号） の一部を次のように改正

する。

第９条の２を削り、 第９条の３を第９条の２とする。

第１５条第２７号を削り、同条第２８号中「様式第３１号」 を
「様式第３０号」 に改め、 同号を

同条第２７号とし、同条第２９号中「様式第３２号」 を 「様式第３１号」 に改め、 同号を同条第

２８号とし、 同号の次に次の１号を加える。

　

（２９） 高齢受給者証（取得・変更・再交付）届出（申請）書 様式第３２号

　

第１５条第３０号を削る。

様式第７号から様式第９号までを次のように改める。



様式第７号 （第１１条、第１５条関係）

国民健康保険葬祭費支給申請書

年

　　

月

　　

日

小田原市長

　

様

申請者

　　

住

　

所

（葬祭者）

　

氏

　

名

　　　　　　　　　　　　　　　　

◎

電

　

話

次のとおり申請します。

葬

　　

祭

　　

費 円

被保険者証

の記号番号
０７－ 一般 退職

死

　

亡

　

者

　

の

住 所 ・氏名

住

　　

所
※申請者と同じ住所の場合は、記入不要です。

氏

　　

名
死亡者からみた

葬祭者の続柄

死

　　　　　

亡

年

　　

月

　　

日
年

　　　　　

月

　　　　　　

日

　　　

．

　　　　　　　

ｒ

葬

　　　　

祭

年

　　

月

　　

日
年

　　　　　

月

　　　　　　

日

葬

　　

祭

　

者

振

　　

込

　　

先

金

　　

融

機関名

銀 行・信 組

　　　　　　

本

　

店

信 金・農 協

　　　　　　

支

　

店

１

　

普

　

通

２

　

当

　

座

ロ

　　

座

番

　　

号

フ

　

リ

　

ガ

　

ナ

口座名義人

（備考）

※

　

喪主及び施主の分かる会葬はがき、葬儀の領収書等 （写し可） を添付してください。



様式第８号（第１５条関係）

国民健康保険療養費支給申請書

　　　　　　

（第

　　

回）

　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　

日

小田原市長

　

様 申

　

請

　

者

　　

住所

　　　　　　　　　　　　　　　　

（世 帯 主）

　　

氏名

　　　　　　　　　　　　　　

⑮

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

個 人 番 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号

次のとおり療養に要した費用に関する証拠書類を添えて申請します。

療養月

　　　　　

年

　　

自 分

保

　

険

　

種

　

別
１，国

４，退

１，本入
２，本外
３，六入

４，六外

５．家入
６，家外
７，高入－

８，高外－

９，臥７

０，餅７

（療養を受けた）
被保険者氏名

給

　

付

　

割

　

合 ７割

　　　

８割

　　　

９割 １０割 個

　

人

　

番

　

号

保

　

険

　

者

　

番

　

号
被

　

保

　

険

　

者

　

証
記

　

号

　

・

　

番

　

号
０７－

性

　　　

ｒ

　　　

別 １． 男

　　　

２， 女 生

　

年

　

月

　　

日 年

　　

月

　　

日

傷

　

病

　

の

　

原

　

因

１． 疾病等
２． 第三者行為
３． 業務上の事由・通勤

療 養 の 給 付 を
受けることので
きなかった理由

療

　

養

　

種

　

別ｏ・， 藻 ｏ２， 装具 ｏ３， 柔整 ｏ４， 研 細 ５・針灸 ０７・ 移送 ０８・ その他

点

　　　

数

　　

表 １． 医科

　　

３， 歯科

　　

４， 調剤 実

　　　

日

　　　

数 日

　

１食

　

事

　

日

　

数１

　　　

日

療養に要した費用 円（点） 傷

　　

病

　　　

名

一

　

部

　

負

　

担

　

金 円
発病又は負 傷
年

　　　

月

　　　

日
年

　　

月

　　

日

食事に要した費用 円 傷

　

病

　

経

　

過

食事標準負担額
（薬剤負担金）

円
療

　

養

　

期

　

間

年

　　

月

　　

日から

年

　　

月

　　

日まで査

　

定

　

金

　

額 円

支

　

給

　

金

　

額 円
病院、 診療所等の
名称及び所在地

振

　　

込

　　

先

銀行
信用金庫
信用組合
農業協同組合

支店
本店
出張所

預

　　

金

　　

種

　　

目

１．

　

普通

２，

　

当座

３，

　

その他

ロ座

番号

（

　

フ

　

リ

　

ガ

　

ナ

　

）

ロ

　

座

　

名

　

義

　

人

（

　

世

　

帯

　

主

　

）

委

　

任

　

状

上記療養費の受領に関する一切の権限を委任します。 （世帯主以外への振り込みを希望される場合にのみ御記入ください。）

受任者（ロ座名義人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

委任者 （申請者）

住所
氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑰

市
処
理
欄

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・



様式第９号（第１５条関係）

国民健康保険ｔ高額療養費支給申請書兼請求書

次のとおり高額療養費の支給申請及び請求をします。

年

　　

月

　　

日

．

　　　　　　　　　　　

住

　　

所

　　

申請及び

（世帯主）
請 求 者

　　　　　

氏名 ・Ｅ□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎

電

　　

話

（あて先）
世帯主の個人番号

（マイ ナ ンバ ー）司

　　　　

１

　　　　　　

」１

　　　

１

　　

ゴ ー

　　　　　　

１

　　

１

　　

１ ÷」被保険者証の番号

　　　　　　　　　　　

診療年月

　　　

年

　

月

　　

多

　

数 該

　

当

　

月

個．人番号

（マイナンバー）
療養を受けた被保険者の氏名

　

生年 医療機関番号 実日数 総費用額（円） 一部負担金の額 備

　　　

考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　

．

上記の療養を受けた医療機関からの一部負担金※の請求の有無及び合計額

　

有・無

０をしてください
円

高額療養費限度額 円

支給申請額 円

調整額（市が医療機関に既に支払った分） 円

支給申請（請求）額 円

※一部負担金とは、 医療機関もこ支払った額のうち、自由診療分を含まない自己負
担分の金額です。

傷病の原因 （チェックを入れてください） １

　　　

□疾病等

　

□第三者テ為

　

□業務上の事由・通勤

○振込先の口座を記入してください。

振

　　

込

　　

先

　　

ロ

　　

座

金

　　

融

　　

機

　　

関

　　

名
銀行・信用組合

　　　　　　　　　　　　　　　　

本店

信用金庫・農協

　　　　　　　　　　　　　　　

支店

１

　　　

普

　

通

　

預

　

金

２

　　　

当

　

座

　

預

　

金
店番号 ロ座番号

フ

　　　

リ

　　　

ガ

　　　

ナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

ロ座名義人 （世帯主）

受

　　

付

　　

年

　　

月

　　

日 備

　　　　　　　　　　

考



様式第１０号の２中

被保険者証記号・番号

１１１１１１１１
該当する被保険者等の氏名及び世帯主との続柄 生年月日

氏名

　　　　　　　　　　

世帯主との続柄 年

　　　

月

　　　　

日

該当する被保険者等の氏名及び個人番号 生年月 日

　　　　　　

、

氏

　　

名

　　　　　　　　　

ｒー

　

’
年

　　　

月

　　　　

日

個人番号 １１１１１１１１１１１

被保険者証記号・番号

０

　

７－

を
「

　　　　

被保険者証記号・番号

　　　　　

に、

を

に、

「※この届出書の提出に際しては、雇用保険受給資格者証を提示してください。

　

－

　　

－

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

間

　　

噌

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

間

　　

－

　　

－

　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　

‐

　　

間

　　

‐

　

‐

　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

間

　　

胃

　　

一

　　

－

　　　　　　　

－

　　

‐

　

‐

　　　　　　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　　　　

－

　　

－

　　　　　　　

一

　　

周

　　

胃

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

間

　　

間

　　　　　　　　　　　　　

一

　　

－

　　

－

　　

間

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

幽

　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

‐

　　

Ｈ

　　

間

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

ここから下は、 記入しないでください。

履
用
保
険
受
給
資
格
者
証
確
認
欄

発行した公共

職業安定所名

　

１

支給番号

　

３

被保険者番号

　

１１

離職年月日

　　

１２

離職理由コード

　　　　　　　　　　　　　

ｒ

（特定受給資格者の場合）

１１・１２・２１・２２・３１・３２

（特定理由離職者の場合）

　　　

２３・３３・３４

（備考）

※
処
理
欄

を

（雇用保険法に規定される特定受給資格者及び特定理由離職者に係る届出用）」

「

　

－－－－－－－－－－－－Ｍ－－－－間【－－－－－－－－－－州Ｍ一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－Ｍ一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　

ここから下は、 記入しないでください。

※
処
理
欄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’ に

改める。

様式第１６号を次のように改める。



様式第１６号（第１５条関係）

国民健康保険料減免申請書

年

　　

月

　　

日

小田原市長

　

様

申請者

　　

住

　

所

氏

　

名

　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑩

次のとおり国民健康保険料の減免について申請します。

納付義務者
住

　　

所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

氏

　　

名 個人番号

減免該当者 氏

　　

名 個人番号

，

　　　

年度 被 保 険者 証 記 号 ・番 号 ０

　

７－

月

　　　　　

別 保

　　　　

険

　　　　

料

　　　　

額 月

　　　　　

別 保

　　　　

険

　　　　

料

　　　　

額

４ 円 １１

５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′ １２

６ １

７

　　　　　　　　　　　

．
２

８ ３

９ 随時

１０ 合計

　　　　　　　　　

減免を受けようとする理由

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，



様式第１９号中「国保資格取得年月日」 を「資格取得又は適用開始年月日」 に、
「２

　

血嫌、分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

害 又 は 先 天

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

しよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「２

　

血察分画製剤を投与している先天性血

画製剤を投与している先天性血液凝固第皿因子障

　

を

　　

又は先天性血液凝固第医因子障害

性血液凝固第医因子障害

　　　　　　　　　　　

」

　　

３

　

抗ウイルス剤を投与している後天性免

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｖ感染を含み、 厚生労働大臣の定める者

液凝固第孤因子障害

疫不全症候群 （日工

　　

に改める。

に係るものに限る。）」

様式第２２号中

「１

　

小田原市国民健康保険条例施行規則第９，条の２に基づく長期に住所を離れるための別個

　

の被保険者証 （遠隔地被保険者証） の交付を受ける認定

　　　　　　　　　　　　　　　　

を

　

２

　

国民健康保険法施行規則第２４条の３に基づく基準収入額適用

　　　　　　　　　　　

」

「１

　

国民健康保険法施行規則第２４条の３に基づく基準収入額適用

　　　　　　　　　　　

」 に、

「３

　

国民健康保険法施行規則」．を「２

　

国民健康保険法施行規則」 に、 「４ 国民健康保険法施

行規則」 を「３

　

国民健康保険法施行規則」 に、 「５

　

国民健康保険法施行規則」 を「４

　

国民健

康保険法施行規則」 に、 「６

　

国民健康保険法施行規則」 を「５ 国民健康保険法施行規則」 に改

める。

　

様式第２４号（裏） 中「６０日」 を 「３か月」 に改める。

　

様式第３０号を削り、様式第３１号を様式第３０号とする。

　

様式第３２号その１中 「個人番号」・を 「個人番号 （マイナンバー）」 に、

住

　　　　

所
Ｔ
小田原市

　

次の者すべてが、

　　　　

年度の市．県民税が非課税であるため、国民健康保険限度額適

　

を

用・標準負担額減額を申請 します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

住

　　　　

所 小田原市

申

　

請

　

理

　

由 １

　

疾病等

　　

２

　

第三者行為

　　

３ 業務上の事由・通勤 に

次の者全てが、

　　　　

年度の市・県民税が非課税であるため、国民健康保険限度額適用

・標準負担額減額を申請します。

改め、 同様式その２を次のように改め、 同様式を様式第３１号
とする。



様式第３１号 （第１５条関係） その２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　

日

国民健康保険

　

限度額適用・標準負担額減額認定申請書

被保険者証記号番号 ０７－

　　　　　　　　　　　　

１電話番号

申請者

（世帯主）

住

　

所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

氏

　

名

　　　　　　　　　　　　　　　　

． 生年月 日

　

１

　　　

年

　　　

月

　　　

日 男・女

個人番号 （マイナンバー） １１１１１１１１１ １
限度額適用

減額対象者

氏

　

名 生年月 日

　

１

　　　

年

　　　

月

　　　

日 男・女

個 人，番 号 （マイ ナ ン
バ ー） １１１１１１１１１ １

世

　

帯

　

主

　

と

　

の

　

続

　

柄 １長期入院（岬 以上） １該当，非該当

申請理由 １

　

疾病等

　　

２

　

第三者行為

　　

３ 業務上の事由・通勤

以下は、申請日の前１年間の入院期間が９１日以上の場合のみ記入してくだ
さい。

①

申請日の前１年間の入院期間 （日数） 年

　　

月

　　

日から

　　

年

　　

月

　　

日まで

　

日間

入院をした保険医療機関等
名

　

称

所在地

②

申請日の前１年間の入院期間 （日数） 年

　　

月

　　

日から

　　

年

　　

月

　　

日まで

　

日間

入院をした保険医療機関等
名

　

称

所在地

③

申請日の前１年間の入院期間 （日数） 年

　　

月

　　

日から

　　

年

　　

月

　　

日まで

　

日間

入院をした保険医療機関等
名

　

称

所在地

市区町村長が

証明する欄

次に掲げる当該認定を受けようとする者の属する世帯の世帯主及びその世帯に属する被保険者に

年度の市（区） 町村民税が課されないことを証明する。

　　　

：

　　　　　　　

：

　　　　　　　

：

　　　　

年

　　　

月

　　　　

日

　　　　　　　

市区町村長名

　　　　　　　　　　　　　　　　

圃

備考

　

１

　

「市区町村長が証明する欄」 は、申請日の属する年の１月１日（申請日の属する月が１月

　

から７月までの場合は、 その前年の１月１日） 現在、 小田原市にお住まいの
方で、 非課税の

　

事実が課税台帳等で確認できる場合は、 必要ありません。

　

２

　

国民健康保険料の滞納がある世帯には、 限度額適用認定証の交付はできません。



　

様式第３３号中「国民健康保険

　

高齢受給資格者証（取得・変更・喪失）届出書」 を「国民健康

保険

　

高齢受給者証 （取得・変更・再交付）届出 （申請） 書」 に、 「届け出ます」 を 「届出 （申

請） をします」 に、

新

　　　　　

規 口転入

　

口国保加入

　

口生保廃止

　

□その他 （

　　　　　　

）

喪

　　　　　

失 口死亡

　

□転出

　

□国保喪失

　

口生保開始

　

□その他 （

　　　　　　

）
を

新

　　　　

規１口転入

　

□国保加入

　

口生保廃止

　

□その他 （

　　　　　

）

再

　　

発

　　

行１□紛失 口破損

再

　　

交

　　

付１□亡失

　

口破損

」
に、

」
を

」に

改め、 同様式を様式第３２号とする。

　

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

改正前の規定に定める様式に基づいて調製された用紙は、当分の間、所要の調整をして使用す

　

ることができる。



小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する

規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第２１号

小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則の一部を

　　

改正する規則

　

小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則（平成２７年小田

原市規則第１６号） の一部を次のように改正する。

　

第１条中 「、 指定介護予防支援等」 を 「、 指定介護予防支援」 に、
「指定介護予防支

援等の」 を 「指定介護予防支援の」 に、 「基準を」 を 「基準並びにこれらのうち基準該

当介護予防支援の事業が満たすべき基準を」 に改める。

　

第５条第２項中 「である」 を 「であり、 利用者は複数の指定介護予防サービス事業者

等を紹介するよう求めることができる」 に改め、 同条第７項を同条第８項とし、 同条第

６項各号列記以外の部分中 「第３項」 を 「第４項」 に改め、 同項第１号中 「第３項各

号」 を 「第４項各号」 に改め、 同項を同条第７項とし、 同条第５項中
「第３項第１号」

を 「第４項第１号」 に改め、 同項を同条第６項とし、 同条第４項を同条第５項
とし、 同

条第３項中 「第６項」 を 「第７項」 に改め、 同項を同条第４項とし、 同条第２項の次に

次の１項を加える。

３

　

指定介護予防支援事業者は、 指定介護予防支援の提供の開始に際し、 あらかじめ、

　

利用者又はその家族に対し、 利用者について、 病院又は診療所に入院する必要
が生じ

　

た場合には、 担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝
えるよう求めなけ

　

ればならない。

　

第３１条第１４号の次に次の１号を加える。

　

（１４）の２

　

担当職員は、 指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の
提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

くう

　　

を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、 口腔機能その他の利

　　

用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、 利用者の同意を



　

得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。

第３１条第２１号中 「主治の医師等」 を 「主治の医師又は歯科医師 （次号及び第２２

号において 「主治の医師等」 という。）」 に改め、 同号の次に次の１号を加える。

　

（２１）の２

　

前号の場合において、 担当職員は、 介護予防サービス計画を作成した際に

　

は、 当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付し
なければならない。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第２２号

　　

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の－

　　

部を改正する規則

　

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則 （平成２５年

小田原市規則第１号） の一部を次のように改正する。

　

目次中 「第４節

　

指定療養通所介護の事業の人員、 設備及び運営に関する基準」 を

「第４節

　

共生型地域密着型サービスに関する基準 （第５４条の１９の２・第５４条の

　

第５節

　

指定療養通所介護の事業の人員、 設備及び運営に関する基準

１９の３）

　

に改める。
」

　

第１条中 「平成２４年小田原市条例第２３号」 の次に 「。 以下 「条例」 という。」 を

加える。

　

第３条第２項ただし書中 「３年以上」 を 「１年以上 （特に業務に従事した経験が必要

な者として市長が定めるものにあっては、 ３年以上）」 に改め、 同条第５項中
「、 午後

６時から午前８時までの間において」 を削り、 同項に次の１号を加える。

　

（１２） 介護医療院

　

第３条第７項中 「午後６時から午前８時までの間は、」 を削り、 同条第８項中 「、 午

後６時から午前８時までの間は」 を削り、 同条第１２項中 「第１７７条第１０項」 を

「第１７７条第１４項」 に改める。

　

第２９条第３項中 「午後６時から午前８時までの間に行われる」 を削る。

　

第３６条第１項中 「３月」 を 「６月」 に改め、 同条第４項中 「には」 の次に
「、 正当

な理由がある場合を除き」 を加え、 「行うよう努めなければならない」 を
「行わなけれ

ばならない」 に改める。



第４２条第２項ただし書中 「３年以上」 を 「１年以上 （特に業務に従事した経験が必

要な者として市長が定めるものにあっては、 ３年以上）」 に改める。

第５４条の８第４号及び第５４条の９第５項中「指定地域密着型通所介護従業者」を

「地域密着型通所介護従業者」 に改める。

第３章の２中第４節を第５節とし、 第３節の次に次の１節を加える。

　　　

第４節

　

共生型地域密着型サービスに関する基準

　

（共生型地域密着型通所介護の基準）

第５４条の１９の２

　

地域密着型通所介護に係る共生型地域密着型サービス （以下この

　

条及び次条において 「共生型地域密着型通所介護」 という。） の事業を行う指定生活

　

介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、 設備及び運営に関する基準 （平成１８年厚生

　

労働省令第１７１号。 以下この条において 「指定障害福祉サービス等基準」 とい

　

う。） 第７８条第１項に規定する指定生活介護事業者をいう。）、 指定自
立訓練 （機

　

能訓練） 事業者 （指定障害福祉サービス等基準第１５６条第１項に規定する指定自立

　

訓練（機能訓練）事業者をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業者（指定障害福

祉サービス等基準第１６６条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者をい

　

う。）、 指定児童発達支援事業者 （児童福祉法に基づく指定通所支援の
事業等の人員、

　

設備及び運営に関する基準 （平成２４年厚生労働省令第１５号。 以下この条において

　

「指定通所支援基準」 という。） 第５条第１項に規定する指定児童発達支援事業者を

　

いい、 主として重症心身障害児 （児童福祉法 （昭和２２年法律第１６４号）第７条第

　

２項に規定する重症心身障害児をいう。 以下この条において同じ。） を通わせる事業

　

所において指定児童発達支援（指定通所支援基準第４条に規定する指定児童発達支援

　

をいう。 第１号において同じ。） を提供する事業者を除く。） 及
び指定放課後等デイ

　

サービス事業者 （指定通所支援基準第６６条第１項に規定する指定放課後等デイサー

　

ビス事業者をいい、 主として重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後
等

　

デイサービス （指定通所支援基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスをい

　

う。 同号において同じ。） を提供する事業者を除く。） が当該事業に関
して満たすべ

　

き基準は、 次のとおりとする。

　

（１） 指定生活介護事業所 （指定障害福祉サービス等基準第７８条第１項に規定する指

　　

定生活介護事業所をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福祉サ



　

一ビス等基準第１５６条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所をい

　　

う。）、 指定自立訓練 （生活訓練） 事業所 （指定障害福祉サー
ビス等基準第１６６

　

条第１項に規定する指定自立訓練 （生活訓練） 事業所をいう。）、 指定児童発達支

　

援事業所（指定通所支援基準第５条第１項に規定する指定児童発達支援事業所をい

　　

う。） 又は指定放課後等デイサービス事業所 （指定通所支援基準第６
６条第１項に

　

規定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。） （以下この号において 「指定

　

生活介護事業所等」 という。） の従業者の員数が、 当該指定生活介護事業所等が提

　

供する指定生活介護 （指定障害福祉サービス等基準第７７条に規定する指定生活介

　

護をいう。）、 指定自立訓練 （機能訓練） （指定障害福祉サービス等基準第１５
５

　

条に規定する指定自立訓練 （機能訓練） をいう。）、 指定自立訓練 （生活訓練）

　　

（指定障害福祉サービス等基準第１６５条に規定する指定自立訓練（生活訓練）を

　

いう。）、 指定児童発達支援又は指定放課後等デイサービス （以下この号に
おいて

　　

「指定生活介護等」 という。） の利用者の数を指定生活介護等の利用者及び共生型

　

地域密着型通所介護の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定生活

　

介護事業所等として必要とされる数以上であること。

　

（２） 共生型地域密着型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、 指
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

定地域密着型通所介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けている

　

こと。

　

（準用）

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

第５４条の１９の３

　

第６条から第１０条まで、 第１２条から第１５条まで、 第１７条、

第１９条、 第２５条、 第３１条から第３５条まで、 第３８条、 第４８
条、 第５４条の

　

３、 第５４条の４第４項及び前節 （第５４条の１９を除く。） の規定は、 共生型地域

密着型通所介護の事業について準用する。 この場合において、 第６条第１項中
「第

　

２８条に規定する運営規程」 とあるのは 「運営規程 （第５４条のＩ Ｈこ規定する重要

　

事項に関する規程をいう。 第３１条において同じ。）」 と、
「定期巡回・随時対応型

　

訪問介護看護従業者」 とあるのは 「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者

　

（以下 「共生型地域密着型通所介護従業者」 という。）」 と、 第３１条中 「定期巡回

　

・随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」

　

と、 第 ５４条の４第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が

　

第１項に掲げる設備を利用し、 夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービ



スを提供する場合に限る。）」 とあるのは 「共生型地域密着型通所介護事業者
が共生

型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所

介護以外のサービスを提供する場合」 と、 第５４条の８第４号、 第５４条の９第５項

及び第５４条の１２第３項中 「地域密着型通所介護従業者」 とあるのは 「共生型地域

密着型通所介護従業者」 と、 第５４条の１８第２項第２号から第４号までの規
定中

　

「次条」 とあるのは 「第５４条の１９の３」 と読み替えるものとする。

第５４条の２０中 「前３節」 を 「第１節から第３節まで」 に改める。

第５４条の２３中 「９人」 を 「１８人」 に改める。

第５４条の３６中 「第３１条中」 の次に 「「運営規程」 とあるのは 「第５４条の３２

に規定する重要事項に関する規程」 と、」 を加える。

第５９条第１項中 「指定地域密着型介護老人福祉施設」 の次に 「（ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設を除く。）」 を、 「以下」 の次に 「とし、 ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設においてはユニットごとに当該ユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定認知症対応型通所介護の利用者の数の合

計が１日当たり１２人以下となる数」 を加え、 同条第２項中 「第７５条第７項」 の次に

「及び第１７７条第８項」 を加える。

第７５条第１項中 「本体事業所及び」 を 「本体事業所並びに」 に改め、 「他の同項に

規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」 の次に 「及び第１７７条第

８項に規定するサテライト型指，定看護小規模多機能型居宅介護事業所」 を加え、 同条第

６項の表中 「又は指定介護療養型医療施設」 を 「、 指定介護療養型医療施設」 に改め、

「限る。）」 の次に 「又は介護医療院」 を加え、 同条第７項
中 「、 サテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所」の次に「（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、

指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経

験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者により設置される当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能

型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所に対して指定小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行う

もの （以下この章において 「本体事業所」 という。） との密接な連携の下に運営される

ものをいう。 以下同じ。）」 を加える。

　

第７６条第３項、 第７７条、 第９５条第３項、 第１０２条第２項及び第１０３
条中



「介護老人保健施設」 の次に．「、 介護医療院」 を加える。

第１０８条中第７項を第８項とし、 第６項の次に次の１項を加える。

７

　

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、 身体的拘束等の適正化を図るため、 次に

掲げる措置を講じなければならない。

　

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

　　

とともに、 その結果について、 介護従業者その他の従業者に周知徹底
を図ること。

　

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　

（３） 介護従業者その他の従業者に対し、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

　　

に実施すること。

第１１６条第３項中 「介護老人保健施設」 の次に 「、 介護医療院」 を加える。

第１２０条第４項中 「のうち１人以上、 及び介護職員のうち」 を 「及び介護職員のう

ちそれぞれ」 に改め、 同項ただし書中 「介護老人保健施設」 の次に
「、 介護医療院」 を

加え、 同条第７項第１号中 「若しくは作業療法
士」 を 「、 作業療法士若しくは言語聴覚

士」 に改め、 同項に次の１号を加える。

　

（３）介護医療院 介護支援専門員

　

第１２８条中第６項を第７項とし、 第５項の次に次の１項を加える。

６

　

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

　

め、 次に掲げる措置を講じなければならない。

　

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

　　

とともに、 その結果について、 介護職員その他の従業者に周
知徹底を図ること。

・

　

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　

（３） 介護職員その他の従業者に対し、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に

　　

実施すること。

　

第１４０条第３項ただし書中 「同じ。） 及び」 を 「同じ。） に」 に、 「又は指定地域

密着型介護老人福祉施設及び」を「の指定地域密着型介護老人福祉施設及びユニット型

指定介護老人福祉施設の看護職員（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１１年厚生省令第３９号。 以下 「指定介護老人福祉施設基準」 という。）

第４７条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限る。） 及び介護職員又は指定地

域密着型介護老人福祉施設に」 に、 「の看護職員」 を 「の指定地域密着型介護老人福祉

施設及びユニット型指定介護老人福祉施設の看護職員」 に改め、 同条第４項中 「介護老



人保健施設」 の次に 「、 介護医療院」 を加え、 同条第８項第２号中
「若しくは作業療法

士」 を 「、 作業療法士若しくは言語聴覚士」 に改め、 同項に次の１号を加える。．

　

（４）介護医療院

　

栄養士又は介護支援専門員

　

第１４２条中 「介護老人保健施設」 の次に 「若しくは介護医療院」 を加える。

第１４６条中第６項を第７項とし、 第５項の次に次の１項を加える。

６

　

指定地域密着型介護老人福祉施設は、 身体的拘束等の適正化を図るため、 次に掲げ

　

る措置を講じなければならない。

　

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

　　

とともに、 その結果について、 介護職員その他の従業者に周知徹底
を図ること。

　

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　

（３） 介護職員その他の従業者に対し、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に

　

実施すること。

第１５４条の次に次の１条を加える。

　

（緊急時等の対応）

第１５４条の２

　

指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着型介護老人福

　

祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合そ

　

の他必要な場合に備え、 あらかじめ、 第１４０条第１項第１号に掲げる医師との連携

　

方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。

　

第１５７条中第７号を第８号とし、 第６号を第７号とし、 第５号の次に次の１号を加

える。

　

（６） 緊急時等における対応方法

　

第１６９条中第８項を第９項とし、 第７項の次に次の１項を加える。

８

　

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、 身体的拘束等の適正化を図るため、

　

次に掲げる措置を講じなければならない。

　

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

　　

とともに、 その結果について、 介護職員その他の従業者に周
知徹底を図ること。

　

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　

（３） 介護職員その他の従業者に対し、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に

　　

実施すること。

　

第１７３条中第８号を第９号とし、 第７号を第８号とし、 第６号の次に次の１号を加



える。

　

（７） 緊急時等における対応方法

第１７７条第１項中「指定看護小規模多機能型居宅介護（」の次に「第７５条第７項

に規定する」を加え、 「又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所」 を 「及び指定地域密着型介護予防サービス基準規則第４１条第７項に規定するサテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（第６項において「サテライト型

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」 という。） の登録者、 第８項に規定する

本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所

に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者並

びに同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事

業所、当該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能
型

居宅介護事業所及び当該本体事業所に係る第７５条第７項に規定するサテライト型指定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′●’

　　　　　　　　　　

′．

小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第６項中「指定看護小規模多機能型居宅

介護 （」 の次に 「第７５条第７項に規定する」 を加え、 「の登録者」 を 「の登録者の心

身の状況を勘案し、 その処遇に支障がない場合に、 当該登録者を当該本体事業所に宿泊

させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護及び第８項に規定する本体事業所である指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係る同項に規定す

るサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者」 に改め、 同条第７項

に次の１号を加える。

　

（５） 介護医療院

第１７７条中第１０項を第１４項とし、 第９項を第１２項とし、 同項の次に次の１項

を加える。

１３

　

第１１項の規定にかかわらず、 サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事

　

業所については、 本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型指定看護小規

　

模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画の作成が適切に行われ

　

るときは、 介護支援専門員に代えて、 看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に
専ら

　

従事する前項の別に市長が定める研修を修了している者 （第１８５条第１項において

　

「研修修了者」 という。） を置くことができる。

　

第１７７条第８項中 「前項各号」 を 「第７項各号」 に改め、 同項を同条第１１項とし、



同条第７項の次に次の３項を加える。

８

　

第１項の規定にかかわらず、 サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

　

（利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時

対応し、 利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制にある指定看
護小規模多

機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉

　

に関する事業について３年以上の経験を有する指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者により設置される当該指定看護小規模多機能型居宅介護・事業所以外の指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

対して指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの （以下この章に

おいて 「本体事業所」 という。） との密接な連携の下に運営され、 利用者に対し適切

　

な看護サービスを提供できる体制にあるものをいう。 以下同じ。） に置くべき訪問サ

　

ービスの提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、 本体事業所の

職員により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、 ２人以上とすることができる。

９

　

第１項の規定にかかわらず、 サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

　

については、 夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所において宿直勤務を行う看
護

　

小規模多機能型居宅介護従業者により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

　

介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、 夜間及び深夜の時

　

間帯を通じて宿直勤務を行う看護小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことがで

　

き る。

１０

　

第４項の規定にかかわらず、 サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業

　

所については、 看護職員の員数は常勤換算方法で１以上とする。

　

第１７８条第２項中 「前項」 を 「第１項」 に改め、 「介護老人保健施設」 の次に 「、

介護医療院」 を加え、 同項を同条第３項とし、 同条第１項の次に次の１項を加
える。

２

　

前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支

　

障がない場合は、 サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の
管理者は、

　

本体事業所の管理者をもって充てることができる。

　

第１７９条中 「介護老人保健施設」 の次に 「、 介護医療院」 を加える。

　

第１８０条第１項中 「２９人」 の次に 「（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、 １８人）」 を加え、 同条第２項第１号中
「にあっては、」 を



「にあっては」 に、 「、 次」 を 「次」 に、
「利用定員）」 を 「利用定員、 サテライ ト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては１２人）」 に改め、 同項第２号中

「９人」 の次に 「（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

６人）」 を加える。

第１８１条第２項第２号に次のように加える。

　　

オ

　

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合であって、 当該指

　　

定看護小規模多機能型居宅介護の利用者へのサービスの提供に支障がない場合に

　　

は、 当該診療所が有する病床については、 宿泊
室を兼用することができる。

　

第１８５条第１項中 「介護支援専門員」 の次に 「（第１７７条第１３項の規定により

介護支援専門員に代えて研修修了者を置いているサテライト型指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては、 研修修了者。 以下この条において同じ。）」 を
加える。

　

第１８８条中 「の活動状況」 と」 の次に 「、 第８０条中 「第７５条第１２項」 とある

のは 「第１７７条第１３項」 と」 を加える。

　

附則第６条中 「指定介護老人福祉施設の人員、 設備及び運営に関する基準 （平成１１

年厚生省令第３９号。 以下 「指定介護老人福祉施設基準」 という。）」 を
「指定介護老

人福祉施設基準」 に改める。

　

附則第１０条から第１２条までの規定中 「平成３０年３月３１日」 を 「平成３６年３

月３１日」 に改める。

　

附則第１４条中 「間意」 を 「間」 に、 「第１６７条第１６７条第１項第１号ア」 を

「第１６７条第１項第１号ア」 に改め、 同条を附則第１６条とし、 附則第１３条を附則

第１５条とし、 附則第１２条の次に次の２条を加える。

第１３条

　

第１２０条の規定にかかわらず、 療養病床等を有する病院又は病床を有する

　

診療所の開設者が、 当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床
を平成３６年３月

　

３１日までの間に転換 （当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数を減少

　

させるとともに、 当該病院等の施設を介護医療院、 軽費
老人ホームその他の要介護者、

　

要支援者その他の者を入所又は入居させるための施設の用に供することをいう。 次条

　

において同じ。） を行って指定地域密着型特定施設入居者
生活介護の事業を行う医療

　

機関併設型指定地域密着型特定施設（介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しく

　

は診療所に併設される指定地域密着型特定施設をいう。 以下この条及び次条において

　

同じ。） の生活相談員、 機能訓練指導員及び計画作成
担当者の員数の基準は、 次のと



おりとする。

　

（１） 機能訓練指導員

　

併設される介護老人保健施設、 介護医療院又は病院若しくは診

　

療所の理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士により当該医療機関併設型指定地
域

　

密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、 置かないこ

　

とができること。

　

（２）生活相談員又は計画作成担当者

　

当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の

　

実情に応じた適当数

第１４条

　

第１２２条の規定にかかわらず、 療養病床等を有する病院又は病床を有する

診療所の開設者が、 当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３
月

　

３１日までの間に転換を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う

　

場合の医療機関併設型指定地域密着型特定施設においては、併設される介護老人保健

施設、 介護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用するこ
とにより、 当該医療機

　

関併設型指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるとき

　

は、 当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設に浴室、 便所及
び食堂を設けないこ

　

とができる。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一

部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第２３号

　　

小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行

　　

規則の一部を改正する規則

　

小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則 （平

成２５年小田原市規則第２号） の一部を次のように改正する。

　

第７条第１項中 「指定地域密着型介護老人福．祉施設」 の次に 「（ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準規則第１６６条の２に規定する

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。 以下この項において同じ。） を除

く。）」 を加え、 「とする」 を 「とし、 ユニット型指定地域密着
型介護老人福祉施設に

おいてはユニットごとに当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数

と当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり１２

人以下となる数とする」 に改める。

　

第４１条第６項の表中 「又は指定介護療養型医療施設」 を 「、 指定介護療養型医療施

設」 に改め、 「限る。）」 の次に 「又は介護医療院」 を加え、 同条第７項中
「、 サテラ

イト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」の次に「（指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に

関する事業について３年以上の経験を有する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準規則第

１７７条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）により設

置される当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（同項に規定する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）であって当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を



行うもの （以下 「本体事業所」 という。） との密接な連携の下に運営されるものをいう。

以下同じ。）」 を加える。

　

第４２条第３項、 第４３条、 第５６条第３項、 第６７条第２項及び第６８条中「介護

老人保健施設」 の次に 「、 介護医療院」 を加える。

第７３条に次の１項を加える。

３

　

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

　

め、 次に掲げる措置を講じなければならない。

　

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催する

　　

とともに、 その結果について、 介護従業者その他の従業者に周知徹底を図るこ
と。

　

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　

（３） 介護従業者その他の従業者に対し、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

　

に実施すること。

　

第７８条第３項中 「介護老人保健施設」 の次に 「、 介護医療院」 を加える。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



　

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則の一部を改正す，る規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第２４号

　　

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

　　

定める条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則（平成２６年小田原市規則第４７号） の一部を次のように改正する。

　

第１４条第１項第２号中 「同条第９項」 を 「同条第１１項」 に改める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　

．

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施

行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３ 月 ３１日

小田原市長 加

　

藤

　

憲

小田原市規則第２５号

　　

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関す

　　

る条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施

行規則（平成２７年小田原市規則第１９号） の一部を次のように改正する。

別表第１中 「１４， １００」 を
「１０， １００」 に改める。

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

（経過措置）

２

　

改正後の規定は、 平成３０年４月以後の自分の利用者負担額について
適用し、 同年

　

３月以前の自分の利用者負担額については、 なお従前の例による。



小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０ 年

　

３

　

月 ３１日

小田原′市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第２６号

　　

小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

　　

施行規則の一部を改正する規則

小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（平成２６年小田原市規則第４８号） の一部を次のように改正する。

第７条第３項第４号を次のように改める。

　

（４） 教育職員免許法 （昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免許状を有する

　

者

　

第７条第３項に次の１号を加える。

　

（１０）

　

５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、 市長が適当と認めた

　

もの

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市保育所条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第２７号

　　

小田原市保育所条例施行規則の一部を改正する規則

小田原市保育所条例施行規則（昭和４２年小田原市規則第１８号） の一部を次のよう

に改正する。

　

第２条の表小田原市立江之浦保育園の項を削る。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



　

小田原市障害児に係る居宅生活の支援等に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

平成３０ 年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第２８号

　　

小田原市障害児に係る居宅生活の支援等に関する規則の一部を改正する規則

小田原市障害児に係る居宅生活の支援等に関する規則（平成２４年小田原市規則第２

号） の一部を次のように改正する。
’

「

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

ｕ

　

放課後等ブイサー

　

ス

　　　　　　　

　

　

口

　

放課後等デイサービス

□

　

放課後等デイサービス

口

　

居宅訪問型児童発達支援

口

　

放課後等デイサービス

　　　　

を

　　　　　　　　　

」

様式第２号中

に改める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　

′

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



　

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正

する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第２９号

　　

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一

　　

部を改正する規則

　

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年

小田原市規則第９号） の一部を次のように改正する。

様式第１号（表）中

□

　

居

　　　

宅

　　　

介

　　　

護

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

′

ロ

　

重

　

度

　

訪

　　

問

　

介

　

護

□

　

同

　　　

行

　　　

援

　　　

護

□

　

行

　　　

動

　　　

援

　　　

護

□

　

．短

　　　

期

　　　

入

　　　

所

□ 重度 障害者等包括支援

□

　

居

　　　

宅

　　　

介

　　　

護 □

　

就

　　

労

　　

定

　　

着

　　

支

　　

援

□

　

重

　

度

　

訪

　　

問

　

介

　

護 □

　

自

　　

立

　　

生

　　

活

　　

援

　　

助

口

　

同

　　　

行

　　　

援

　　　

護

口

　

行

　　　

動

　　　

援

　　　

護

口

　

短

　　　

期

　　　

入

　　　

所

□ 重度 障害者等包括支援

を

に改

める。

様式第１５号中「補装具費支給申請書（購入・修理）」を「補装具費支給申請書（購

入・借受け・修理）」 に、



購入又は修理を
希望する補装具

補装具の名称：

処

　　

方

　　

等：
を
」

　

．

「

購入、借受け又は修
理を希望する補装具

補装具の種目：

補装具の名称：

処

　　

方

　　

等：

に、

Ｅ入又は震詩をしている補装具業
入、 借受け又は修理の

　

に改める。定をしている補装具業

　　　　　　　

」

入 又 は 修 理 の 予 疋

　

を
している補装具業

　　　　　　

」

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

改正前の規定に定める様式に基づいて調製された用紙は、 当分の間、 所要の調整を

して使用することができる。



小田原市基準該当通所支援事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成３０年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第３０号

　　

小田原市基準該当通所支援事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規

　

則

小田原市基準該当通所支援事業者の登録等に関する規則（平成２６年小田原市規則第

４号） の一部を次のように改正する。

第９条第４号中 「第２１条の５の２１第１項」 を 「第２１条の５の２２第１項」 に改

め、 「による」 の次に 「立入り又は．」 を加え、 同条第５号中
「第２１条の５の２１第１

項」 を 「第２１条の５の２２第１項」 に改める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市建築基準法に基づく意見の聴取規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０ 年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第３１号

　　

小田原市建築基準法に基づく意見の聴取規則の一部を改正する規則

　

小田原市・建築基準法に基づく意見の聴取規則 （昭和６０年小田原市規則第５号） の一

部を次のように改正する。

　

第１条中 「同法第９条第８項、 第１０条第４項」 を 「同条第８項 （同法第１０条第４

項、 第８８条第１項から第３項まで、 第９０条第３項及び第９０条
の２第２項において

準用する場合を含む。）、 同法第１０条第４項」 に、
「第９０条第３項並びに」 を 「第

９０条第３項及び」 に、 「第４８条第１３項」 を 「第４８条第１５項」 に改める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　

，

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第３２号



小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する条例施行規則の一部を改正す

　　

る規則

　

小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する条例施行規則（平成１６年小田原市規

則第１７号） の一部を次のように改正する。

　

第３条第２号中 「法」 を 「都市計画法 （昭和４３年法律第１００号。 以下 「法」 とい

う。）」 に改め、 同条第４号中 「第３条第４号」 を
「第３条第３号」 に改める。

　

第４条の見出し中 「届出」 を 「届出等」 に改め、 同条第１項中 「に規定する届出であ

って市長にするもの」 を 「の規定による届出」 に改め、 同項ただし書中 「市長の定める

ところにより」 を 「市長が必要でないと認める場合は」 に改め、 同条第２項中 「に規定

する協議の申出であって市長にするもの」 を 「の規定による協議」 に改め、 同条第３項

ただし書中 「届出」 を 「協定」 に、 「市長の定めるところにより」 を 「市長が必要でな

いと認める場合は」 に改め、 同項中第３３号を第３４号と，し、 第１１号から第３２号ま

でを１号ずつ繰り下げ、 第１０号を削り、 第９号を第１０号とし、 同号の次に次の１号

を加える。

　　　　　　　　

けい；まん

　

（１１）

　

畦畔払下げ申請書

　

第４条第３項中第８号を第９号とし、 第７号を第８号とし、 第６号の次に次の１号を

加える。

　

（７） 公共下水道施設土事施工等承認書の写し

　

第４条第３項に次の１号を加える。

　

（３５） 前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認める図書

　

第４条第６項を削り、 同条第５項中 「第９条第５項ただし書に規定する規則で定める

もの」 を 「第９条第７項の規則で定める軽微な変更」 に、 「掲げるもの」 を 「掲げる変

更」 に改め、 「認めるもの」 の次に 「及び法第３５条の２第１項の許可
が不要な変更」

を加え、 同項第１号中 「位置」 の次に 「の変更」 を加え、 同項第２号及
び第３号中 「面

積」 の次に 「の変更」 を加え、 同項第４号及び第５号中 「位置」 の次に
「の変更」 を加

え、 同項を同条第６項とし、 同条第４項中
「第９条第５項本文」 を 「第９条第７項にお

いて読み替えて準用する同条第１項」 に、 「により」 を 「による」 に、 「の承認を受け

ようとする者」 を 「の届出」 に、 「様式第６号」 を 「様式第７号」 に、
「市長に提出し

なければ」 を 「行わなければ」 に改め、 同項第３号及び第４号中 「前項」 を
「第３項」

に改め、 同項を同条第５項とし、 同条第３項の次に次の１項を
加える。



４

　

条例第９条第４項の規定による届出は、 開発事業取下げ届出書 （様式第６号） に

　

よって行わなければならない。

第４条第７項中 「第９条第９項」 を 「第９条第８項」 に改め、 「該当するもの」 の次

に 「（増築若しくは改築後の延べ面積が増築若しくは改築前のものの１． ５倍を超える

もの又は増築若しくは改築後の建築物について当該増築若しくは改築に係る部分が条例

第３条第３号に規定する建築物に該当するものを除く。）」 を加え、 同項ただし書を削

る。

　

第７条第１項中 「に規定する」 を 「の規定による」 に改め、 同条第２項中 「の規定に

より承認を受けようとする者は、 地位承継承認申請書 （様式第１０号）」 を
「の規定に

よる届出は、 地位承継届出書」 に、 「市長に提出しなければ」 を
「行わなければ」 に改

め る。

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

第１１条を削る。
・

　

第１１条の２第１項中 「第２２条の２」 を 「第２２条」 に改め、 同条第２項中 「第

２２条の２」 を 「第２２条」 に改め、 同項第１号中 「３０メートル以上の延長の」 及び

「を配置し、」 を削り、 同条を第１１条とする。

　

第１２条第１項第４号中 「別表第４」 の次に 「及び別表第５」 を加え、 同号の次に次

の１号を加える。

　

（５） 道路擁壁は、 擁壁の高さに応じて別表第６のとおりとするこ
と。

　

第１２条第２項中 「区間」 の次に 「の道路」 を加え、 同項に次のただし書を加えるｄ

　　

ただし、 別に定める基準に基づき市長が認める場
合は、 この限りでない。

　

第１２条第３項中 「区間」 の次に 「の道路」 を加える。

　

第１３条第１項第３号中 「別表第５」 を 「別表第７」 に改め、 同項に次の１号を加え

る。

　

（４） 開発区域内において、 建築基準法 （昭和２５年法律第２０１号） 第５
９条の２第

　　

１項の規定の適用を受ける建築物又はマンションの建替え等の円滑化に関する法律

　　

（平成１４年法律第７８号） 第１０５条第１項の規定の適用を受けるマンションの

　　

敷地内に公開空地 （日常一般に開放されている空地 （条例第２５条に規定する公園

　　

の技術的細目を満たす公園と同等の機能を有するものに限る。） であって市長が別

　　

に定めるものをいう。） が確保され、 かつ、 引き続き公開空地として管理
されるこ

　　

とが確実と見込まれる場合における開発行為



第１３条第２項第１０号を次のように改める。

（１０） 公園施設は、 小田原市都市公園条例 （昭和３３年小田原市条例第１２号） 第

２４条の３に規定する基準に適合するものとすること。

　

第１３条第２項に次の１号を加える。

　

（１１） 国土交通大臣が定める都市公園における遊具の安全確保に関する指針に基づき

　

遊具の選定及び配置を計画すること。

第１４条中 「第３条第３号から第５号まで」 を 「第３条第２号から第４号まで」 に改

め る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

第１５条中 「第２７条第１項」 の次に 「及び第２項」 を加え、 同条第２号を次のよう

に改める。

　

（２）小田原市雨水流出抑制施設設置基準

　

第１９条第３項中 「「ワンルーム等建築物」 の次に 「（１戸の専用面積が３０平方メ

ートル未満であり、 かつ、 浴室、 便所及び湯沸場を設けた形式の住宅、 事務所等を６戸

以上有する建築物をいう。 以下同じ。）」 を加え、 同条第４項第１号ただし書中
「共同

住宅」 を 「共同住宅等」 に改め、 同項第２号及び第３号を次のように改める。

　

（２） ごみ置場の形状は、 できる限り長方形とすること。

　

（３） ごみ置場の構造は、 鉄筋コンクリート造で、 間ロの幅は奥行き以上とし、 高
さ

　　

８０センチメートル以上の三面の壁を設け・ること。

　

第１９条第４項第４号中 「できる」 を 「でき、 容易に収集ができる」 に改め、 同条第

７項中 「前６項」 を 「前各項」 に、 「第３条第３号及び第４号」 を 「第３条第２号及び

第３号」 に、 「第３項中 「開発行為」 とあるのは
「開発事業」 と、」 を 「前２項中」 に、

「「開発事業区域」 を 「、 「開発事業区域」 に改める。

　

第２０条中 「図書を」 の次に 「条例第１５条第２項の規定による届出をする前まで

に」 を加える。

　

別表第４中表の部分を次のように改める。

別表第４（第１２条関係）

備

　　

考形

　

状 等区

　　

分

固定式のスチール

のグレーチング （

１図

　　

現場打コンクリート路排水施設の道路の幅員が５メ

成

　　　　　　

一 トル未満 の場日 （２次製品を使用

る場合は、 市長 り止め及び騒音ゴム路の幅員が５メ



を得ること。） 弐付いたものであっ

、 別表第５に定

る基準を満たすも

に限る。） を設置

ること。

トル以上６メ

トル未満の場合

長との

により

める。

３図

４図

５図

路の幅員が６メ

トルを超える去

版式Ｕ型側溝

Ｌ字型側溝

水ます

別表第５を別表第７とし、 別表第４の次に次の２表を加える。

別表第５（第１２条関係）

種

　　

類 耐 荷 重 設置箇所

細目 Ｔ‐ ２

　

５ 駅周辺及び市街地

Ｔ

　

－

　

２

　

０

普通目 （５０ｍｍ） Ｔ ‐ ２

　

５ 横断部及び市街化調整区域

Ｔ‐ ２

　

０

別表第６（第１２条関係）

区

　　

分 構

　　

造 備

　　

考

擁壁の高さが２メー

トル以上５メートル

未満の場合

鉄筋コンクリート造擁

壁、 ブロック積み擁壁

又は宅地造成等規制法

施行令（昭和３７年政

令第１６号） 第１４条

に規定する国土交通大

臣が認める擁壁

のり
法下に道路排水施

設を設けること。

擁壁の高さが２メー

トル未満の場合

鉄筋コンクリート造擁

壁、 ブロック積み擁壁、

宅地造成等規制法施行

令第１４条に規定する

国土交通大臣が認める

擁壁又は重力式擁壁

様式第１号及び様式第３号中 「建ぺい率」 を 「建蔽率」 に改める。

様式第７号を削る。

様式第６号中 「第９条第５項」 を 「第９条第７項において読み替えて準用する同条第

１項」 に、 「建ぺい率」 を 「建蔽率」 に改め、 同様式を様式第７号とし、 様
式第５号の



次に次の１様式を加える。



様式第６号（第４条関係）

※番号

年

　　

月

　　

日

開発事業取下げ届出書

小田原市長 様

事業主

　

住

　　

所

氏

　　

名

　　　　　　　　　

◎

電話番号

　

小田原市

　　　　　　　

字

　　　　　　

番

　　　　　　　　

に係る開発事業に関 し、 （開

発事業計画届出書

　

・

　

開発事業計画協議承諾書） を提出しましたが、次の理由により取

り下げます。 ・

理

　　

由



様式第８号中 「建ぺい率」 を 「建蔽率」 に改める。

様式第８号の２中 「第１１条の２第１項各号」 を 「第１１条第１項各号」 に改める。

様式第９号を同様式その１とし、 同様式にその２として次に次のように加える。



その２

地位承継届出書

年

　　

月

　　

日

小田原市長

　

様

申請者

　

住

　　

所

氏

　　

名

　　　　　　　　　

◎

電話番号

　

小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する条例第１４条第３項の規定により、開発

事業協定に基づく地位の承継の承認を届け出ます。

協 定 締 結 の 年月

　

日 ′

　　　　　　　

年

　　

月

　　

日

開発事業区域に含まれ
る地域の名称

被承継者の住所及び氏

　　

名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

自己の居住、 自己の業

務の用に供するもの又

はその他のものの別

開発事業を行う権限の

取得年月日
年

　　

月

　　

日

添

　　

付

　　

図

　　

書 開発事業区域内の土地の登記事項証明書・開発事業の施行等
の同意書・印鑑登録証明書

※処理欄



様式第１０号を次のように改める。

様式第１０号

　

削除

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例施行規則

の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第３３号

　　

都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例

　　

施行規則の一部を改正する規則

都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例施行規則

（平成１４年小田原市規則第４３号） の一部を次のように改正する。

第２条の次に次の３条を加える。

　

（条例第２条第５号の規則で定める住宅）

第２条の２

　

条例第２条第５号の規則で定める住宅は、 次に掲げる住宅とする。

　

（１） 市街化区域に存する住宅

　

（２） 都市計画法 （昭和４３年法律第１００号。 以下 「法」 という。） 第３４条第１１

　

号に該当する開発行為に係る開発区域内の土地をその敷地とする住宅

　

（３） 法第３４条第１２号又は第１４号に該当する開発行為 （平成１９年１１月 ３０日

　

以後に許可を受けたものに限る。） に係る開発区域内の土地をその敷地とする住宅

　

であって、 線引き前土地所有者の親族又は線引き前土地所有者の親族の血族の居住

　

の用に供するもの

　

（４） 法第３４条第１２号又は第１４号に該当する開発行為 （平成１９年１１月３ ０日

　

以後に許可を受けたものに限る。） に係る開発区域内の土地 （収用対象事業 （土地

　

収用法 （昭和２６年法律第２１９号） 第３条に規定する事業をいう。） の施行に伴

　

い事業主体があっせんしたものに限る。） をその敷地とする住宅

　

（５） 法第４３条第１項の規定による許可に係る住宅（都市計画法施行令（昭和４４年

　

政令第１５８号） 第３６条第１項第３号ロに該当するものに限る。）

　

（条例第２条第５号イの規則で定める道路）

第２条の３

　

条例第２条第５号イの規則で定める道路は、 次に掲げる道路とする。



　

（１） 一般国道１号 （西湘バイパスに限る。）

　

（２） 一般国道２７１号小田原厚木道路

　

（３） 前２号に掲げる道路に類する有料道路

　

（条例第２条第・５号ウの規則で定める公共の水域）

第２条の４

　

条例第２条第５号ウの規則で定める公共の水域は、 次に掲げるものとする。

　

（１） 河川法 （昭和３９年法律第１６７号） 第５条第１項に規定する二級河川

　

（２） 河川法第１００条第１項に規定する準用河川 （白糸川、 玉川、 久野川、 坊所川、

　

剣沢川及び関口川に限る。）

　　　　　　

せき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

（３） 酒匂堰

　

第３条の見出し中 「第３条」 の次に 「及び第６条」 を加え、 同条各号列記以外の部分

中 「第３条」 を 「第３条各号列記以外の部分及び第６条」 に改め、 同条第１号中 「第７

条第１項に規定する」 を 「第７条第１項の規定により指定された」 に、 「及び同法第９

条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域」を「（自己の居住の用に供する建築物を建

築する目的で行う開発行為に係る土地の区域を除く。）」 に改め、 同条第１１号を同条

第１２号とし、 同条第１０号中 「都市計画法 （昭和４３年法律第１００号）」 を
「法」

に改め、 同号を同条第１１号とし、 同条中第９号を第１０号とし、 第８号を第９号
とし、

第７号を削り、 第６号を第８号とし、 第５号を第７号とし、 第４号を第５号とし、 同号

の次に次の１号を加える。

　

（６） 農地法 （昭和２７年法律第２２９号） 第４条第６項第１号ロに掲げる農地である

　

区域

　

第３条第３号を同条第４号とし、 同条第２号中 「に規定する」 を

　

ｒの規定により指定

された」 に改め、 「急傾斜地崩壊危険区域」 の次に 「（当該土地の区域について小田原

市建築基準条例（平成１５年小田原市条例第３０号） 第４条ただし書の規定の適用を受

けることができる場合を除く。）」 を加え、 同号を同条第３号とし、 同条第１号の次に

次の１号を加える。

　

（２） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項

　　

の規定により指定された土砂災害特別警戒区域

　

第３条の次に次の１条を加える。

　

（条例第３条第２号の規則で定める土地の区域）

第３条の２

　

条例第３条第２号の規則で定める土地の区域は、 既存集落内のいずれかの



　

特定住宅の敷地からの距離が５０メートル以内となる土地の区域内の開発区域 （農地

　

に限る。） に隣接する１００平方メートル未満の農地 （当該農地の所有者が開発区域

　

に係る土地の所有者と同一であるものに限り、 当該農地を開発区域に含めることによ

　

り予定建築物に係る区画数を増加させるものを除く。） とする。

　

第４条第３号中 「建ぺい率」 「建蔽率」 に改め、 同条第９号及び第１０号を次のよう

に改める。

　

（９） 建築物の外壁等の外観の色彩が小田原市景観計画 （平成１７年小田原市告示第

　　

１１９号） に定める市の全域における建築物及び工作物の色彩の制限の基準 （小田

　

原大井線沿道地区及び穴部国府津線沿道地区にあっては、 これらの地区において適

　

用される当該基準） に適合していること。

　

（１０） 建築物の敷地内に擁壁を配置する場合において、 当該擁壁が化粧を施したコン

　　

クリートブロックにより築造したもの又は化粧型枠等により仕上げを施したもので

　

あること。

第４条中第１１号及び第１２号を削り、 第１３号を第１１号とする。

第６条中 「明治３１年法律第９号」 を 「明治２９年法律第８９号」 に改める。

第７条中 「第５条及び第６条」 を 「前２条」 に改める。

第８条中 「１５０平方メートル」 を 「１６５平方メートル」 に改める。

　

第１３条第１号中 「１， ０００平方メートル」 を
「３， ０００平方メートル」 に改め、

同条第２号中 「１５０平方メートル」 を 「１６５平方メートル」 に改め、 同条に次の１

号を加える。

　

（３） 兼用住宅を建築する場合にあっては、 建築基準法別表第２ （い） 項に掲げる建築

　

物であること。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年１１月 ３０日から施行する。



都市計画法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第３４号

　　

都市計画法施行細則の一部を改正する規則

都市計画法施行細則（平成１２年小田原市規則第６３号） の一部を次のように改正す

る。

様式第１号中 「行なおう」 を 「行おう」 に、 「都道府県知事の」 を 「都道府県知事等

の」 に改める。

　

様式第２号中 「指定都市等の長」 を 「市町村長」 に改める。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市都市公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第３５号

　　

小田原市都市公園条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市都市公園条例施行規則（昭和３３年小田原市規則第６号） の一部を次のよう

に改正する。

　

様式第３号 （表） を次のように改める。

様式第３号（第２条関係）

（表）

　
…

　　

Ｎｏ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

１

　　　

ー 可 証
も

　　

公

　　

園

　　

名

セ

　　　

有

　

効

　

期

　

間ン

言

　

住

　　　

所

Ｌ

　

氏

　　　

名
ノ

１

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小 田 原 市 長

　　　　　　　　　

圃

　

←……………－…－－－－－－“１２センチメートノレ－－－－…………－－－－－｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

附

　

則

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第３６号

　　

小田原市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市営住宅条例施行規則（平成９年小田原市規則第３７号） の一部を次のように

改正する。

　

第４条中 「４３平方メートル」 を 「５０平方メートル」 に改める。

　

第１７条第４項中 「受けるべき者」 の次に 「又は同条第２項の規定により高額所得者

として認定を受けるべき者」 を加える。

第２７条中 「第１５条第１項」 を 「第３３条第１項」 に改める。

第２８条に後段として次のように加える。

　　

この場合においては、 当該通知を受けるべき者に係る条例第１６条第４項の規定に

　

より認定した収入の額及び条例第３６条第１項に規定する公営住宅の毎月の家賃の額

　

を、 当該通知書により併せて通知するものとする。

　

様式第１９号、 様式第３３号及び様式第３４号を次のように改める。



様式第１９号 （第１７条関係）

収入認定通知書

年

　　

月

　　

日

様

小田原市長

　　　　

．

　　　

圃

小田原市営住宅条例第１６条第４項の規定により、 あなたの世帯の収入額を次のとおり

認定しましたので通知します。 なお、次年度の家賃額については、同条例第１５条第１項

の規定に基づき、 次に掲げる家賃額となります。

１認 定 年 度１

　　　　

年度ｌ

所得金額合計 控除金額合計 認定月額

円 円 円，

現

　

行

　

家

　

賃

円

続

　　　

柄 収

　　

入

　　

該

　　

当

　　

者 所 得 金 額

　　　　　　　　　　

・

　

．

家 賃 月

　

額 適用開始年月

円 年

　　

月

　

この認定について不服がある場合は、 この認定があったことを知った日の翌日か
ら起算

して３０日以内に、 所定の用紙により小田原市長に対して意見を述
べることができます。

また、 本人又は同居家族の異動等により所得が変動した
ときは、 収入を再申告することが

できます。



様式第３３号 （第２７条関係）

収入超過者認定通知書

年

　　

月

　　

日

様

．小田原市長

　　　　　　　　　

園

　

小田原市営住宅条例第１６条第４項の規定により、 あなたの世帯の収入額を次のとおり

認定しました。 その結果、 同条例第３１条第１項の規定により、あなたの世帯を、
来年度

の収入超過者として認定しましたので通知します。 収入超過者として認定された方は、 同

条例第３２条の規定に基づき、市営住宅の明渡しに努めてください。 なお、次年度の家賃

は、 同条例第３３条第１項の規定に基づき、次に掲げる家賃額となります。

ー認 定 年 度ー

　　　　

年度ｌ

所得金額合計 控除金額合計 認定月額

円 円 円

現

　

行

　

家

　

賃

円

続

　　　　　

柄 収

　　　

入

　　　

該

　　　

当

　　　

者 所

　

得

　

金

　

額

家 賃 月

　

額 適用開始年月

円 年

　　

月

　

この認定について不服がある場合は、 この認定があったことを知った日の翌日から起算

して３０日以内に、 所定の用紙により小田原市長に対して意見を述
べることができます。

また、本人又は同居家族の異動等により所得が変動したときは、収入
を再申告することが

できます。



様式第３４号 （第２８条関係）

高額所得者認定通知書

年

　　

月

　　　

日

様

小田原市長

　　　　　　　　　

圃

小田原市営住宅条例第１６条第４項の規定により、 あなたの世帯の収入額を次のとおり

認定しました。 その結果、 同条例第３１条第２項の規定により、あなたの世帯
を来年度の

高額所得者として認定しましたので通知します。 高額所得者として認定された方は、 同条

例第３４条の規定に基づく市営住宅の明渡し請求の対象となる場合がありますので、 住宅

の明渡しに努めてください。 なお、 次年度の家賃は、 同条例第３６条第１項の規定に基
づ

き、 次に掲げる家賃額となります。

１認 定 年 度１

　　　　

年度」

所得金額合計 控除金額合計 認定月額

円 円 円

現

　

行

　

家

　

賃

円

続

　　　　　

柄 収

　　　

入

　　　

該

　　　

当

　　　

者 所

　

得

　

金

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

家 賃 月

　

額 適用開始年月

円 年

　　

月

　

この認定について不服がある場合は、 この認定があったことを知った日の翌日から
起算

して３０日以内に、所定の用紙により小田原市長に対して意見を述
べることができます。

また、本人又は同居家族の異動等により所得が変動した
ときは、収入の再申告をすること

ができます。



　

附

　

則

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市営住宅運営審議会規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第３７号

　　

小田原市営住宅運営審議会規則の一部を改正する規則

　

小田原市営住宅運営審議会規則 （平成９年小田原市規則第２２号） の一部を次のよう

に改正する。

第９条を第１１条とし、 第８条を第１０条とし、 第７条を第９条とし、 第６条
を第７

条とし、 同条の次に次の１条を加える。

　

（除斥）

第８条

　

委員は、 自己、 配偶者又は３親等内の親族の利害に関係のある
事案については、

　

その議事に加わることができない。 ただし、 審議会の同意があったときは、 会議に出

席し、 発言することができる。

２

　

前項の規定により会長が議事に加わることができない場合には、 その議事に限り、

　

第４条第３項に規定する会長があらかじめ指名する委員が、 会長の職務を行う。

　

第５条を第６条とし、 第４条を第５条とし、 第３条の次に次の１条を加
える。

　

（委員の欠格事由）

第４条

　

小田原市営住宅の入居者は、 委員となることができない。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　

、

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第３８号

　　

小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則

小田原市高等学校等奨学金支給規則（平成２３年小田原市規則第６号） の一部を次の

ように改正する。

第２条第１号中 「（通信制の課程を除く。）」 を削る。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市立病院処務規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

小田原市規則第３９号

　　

小田原市立病院処務規則の一部を改正する規則

　

小田原市立病院処務規則 （昭和４１年小田原市規則第３６号） の一部を次のように改

正する。

　

第６条第１項中 「病理診断・臨床検査科」 を 「臨床検査科」 に改め、 同項第２２号を

次のように改める。

　

（２２） 耳鼻咽喉科

　

第６条第１項中第３１号を第３２号とし、 第２５号から第３０号までを１号ずつ繰り

下げ、 第２４号の次に次の１号を加える。

　

（２５） 病理診断科

　

第６条第２項病理診断・臨床検査料の事務分掌中 「病理診断・臨床検査科」 を 「臨床

検査科」 に改め、 「生理」 の次に
「、 輸血」 を加える。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。



小田原市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成３０年

　

３

　

月３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第４０号

　　

小田原市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市消防団員等公務災害補償条例施行規則（昭和４４年小田原市規則第１号） の

一部を次のように改正する。

　

別表第４常時介護を要する状態の項中 「１０５， １３０円」 を 「１０５， ２９０円」

に、 「５７， １１０円」 を 「５７， １９０円」 に改め、 同表随時介護を要する状態の項

中 「５ ２， ５７０円」 を 「５２， ６ ５０円」 に、 「２８， ５６０円」 を
「２８， ６００

円」 に改める。

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

（施行期日）

１

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

改正後の別表第４の規定は、 この規則の施行の日以後の期間に係る介護補償の額に

　

ついて適用し、 同日前の期間に係る介護補償の額については、 なお従前の例による。



小田原市水洗便所改造資金貸付条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。

平成３０年

　

３

　

月 ３１日

小田原市長

　

加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第４１号

　　

小田原市水洗便所改造資金貸付条例施行規則を廃止する規則

小田原市水洗便所改造資金貸付条例施行規則（昭和４１年小田原市規則第５９号） は、

廃止する。

　

附

　

則

　

この規則は、 平成３０年４月１日から施行する。


